
 
 

 

 

 

 

 

第３章 重点施策事業一覧 
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《☆》 沖縄振興特別推進交付金（ソフト）を活用した事業 

《★》 沖縄振興公共投資交付金（ハード）を活用した事業 

 

《２１世紀ビジョン基本計画の基本施策》  

 
「沖縄21世紀ビジョン基本計画」で示した３６
の『基本施策』を記載。 
 
※資料編Ｐ６４ 
「３ 沖縄２１世紀ビジョン基本計画の基本施
策体系」を参照 

《重点テーマ》 

 
平成29年度の５つの『重点テーマ』
を記載。 
 
※資料編Ｐ６６ 
「５ 重点テーマ」を参照 

 

 

《新》 平成２９年度に新規に実施する事業 

 



アジア経済戦略構
想推進・検証事業

アジア経済戦略構想に基づき、同構想の施策の
検証・推進を図る。
具体的には、アジア経済戦略構想推進・検証委
員会の運営、同委員会専門推進部会の運営、そ
れに係る調査、推進機能のグローバル人材育成
等の在り方の調査業務、シンポジウム開催等の
情報発信を行う。

アジア経済戦略
課

21,000 3 － (4) 1

沖縄文化等コンテン
ツ産業創出支援事
業

コンテンツ制作段階に応じたハンズオン支援によ
り、制作事業者のビジネススキルの向上を図り、コ
ンテンツ産業を県の新たな成長産業として振興
する。

文化振興課 ☆ 21,466 1 － (5) ５

戦略的課題解決型
観光商品等支援事
業

沖縄観光の持続的発展を図るために、国内外の
観光誘客の拡大につながる沖縄が持つ様々な資
源を活用した沖縄独自の観光商品（高付加価値
型観光）の開発に取り組む民間事業者を戦略的
に支援する。

観光整備課 ☆ 224,529 3 － (2) 1

スポーツ関連産業
振興戦略推進事業

スポーツ関連産業の振興を図るため、県内企業
等に対する支援事業を実施し、スポーツビジネス
への積極的な挑戦を促す。

スポーツ振興課 ☆ 53,862 3 － (6) 1

鮮度保持技術と戦
略出荷によるブラン
ド確立事業

県産農林水産物の販路拡大とブランド確立を目
的に、鮮度保持技術の導入検証と、戦略出荷体
制の構築を図る。

流通・加工推進
課

☆ 41,807 3 － (7) 1

那覇空港整備促進
事業費

那覇空港における第二滑走路等の早期供用に
向けて、国と連携し整備を促進する。

交通政策課 10,852 3 － (1) 1

那覇港の整備
那覇港の開発発展と利用の促進を図るため、那
覇港管理組合において、国際流通港湾化を目指
す那覇港の整備等を行う。

港湾課
☆
★

3,405,991 3 － (1) 1

中城湾港の整備

新港地区及び背後圏に立地する製造業の活性
化を図るため、定期船就航に向けた、定期航路
の実証実験を行う。泡瀬地区においては、スポー
ツコンベンション拠点を形成し、沖縄本島中部東
海岸地域の活性化を図るため、緑地等の港湾施
設整備を推進する。

港湾課
★
☆

3,932,640 3 － (1) 1

本部港の整備
県が管理する重要港湾３港、地方港湾35港の
計38港湾の改修及び機能向上等を目的として
整備を行う。

港湾課 620,000 3 － (1) 1

那覇空港自動車道
の整備促進

那覇空港と沖縄自動車道を連絡し、高速交通
サービスを提供するため、小禄道路の早期完成
を促進する。区間延長約18km。

道路街路課 国直轄 3 － (1) 1

沖縄西海岸道路の
整備促進

中南部圏域西海岸の地域拠点、広域交流拠点
(那覇空港・那覇港)、高規格幹線道路(沖縄自
動車道・那覇空港自動車道)を相互に連絡し、物
流の効率化、交通渋滞の緩和を図るため、区間
延長約50kmの地域高規格道路の整備を促進す
る。

道路街路課 国直轄 3 － (1) 1

当初予算額
（千円)

平成２９年度　重点施策事業一覧

事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

【社会資本・産業基盤の整備】

【自立経済発展資源の創出】

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策
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当初予算額
（千円)

事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

ハシゴ道路ネットワー
クの構築(南部東道
路等)

南部東道路等の幹線道路の整備を推進し、本島
南北軸・東西軸を有機的に結ぶ幹線道路網(ハ
シゴ道路ネットワーク)の構築を図る。

道路街路課 ★
11,796,666

の一部
3 － (1) 1

沖縄都市モノレ－ル
延長整備

現在の首里駅から沖縄自動車道（西原入口）ま
でモノレールを延長し、中北部を含めた定時で利
便性の高い公共交通ネットワークの構築を図るこ
とにより、自動車から公共交通機関への転換を促
し、那覇都市圏の渋滞緩和を図る。

都市計画・モノ
レール課

★ 17,031,614 3 － (1) 1

鉄軌道を含む新た
な公共交通システム
導入促進事業

鉄軌道導入の実現に向け、計画案策定の取組
を推進する。

交通政策課 152,076 1 － (7) 1

国内需要安定化事
業

国内観光客の安定的な確保を図るため、新規需
要の開拓や航空路線の拡充を促すためのター
ゲットを特定した季節ごとのきめ細やかなプロモー
ションを推進する。

観光振興課 ☆ 635,408 3 － (2) 1

観光誘致対策事業
国内外での誘客プロモーション及び観光関連業
界・団体とのタイアップ事業等の支援を行う。

観光振興課 ☆ 131,153 3 － (2) 1

教育旅行推進強化
事業

国内修学旅行市場の変化に対応し、安定的に確
保するための事業を実施する。また、海外からの
教育旅行誘客に取り組む。

観光振興課 ☆ 174,778 3 － (2) 1

リゾートダイビングア
イランド沖縄形成事
業

インバウンドの更なる拡大を図るため、ダイビング
事業者の外国人ダイバー受入のための体制整備
を図る。

観光振興課 ☆ 26,209 3 － (2) 1

クルーズ船プロモー
ション事業

クルーズ船の寄港を拡大するため、展示会出展
や船社への営業活動、情報発信等のプロモー
ションを実施するとともに、受入体制の強化を推
進する。

観光振興課 ☆ 80,070 3 － (2) 1

カップルアニバーサ
リーツーリズム拡大
事業

カップルアニバーサリーを沖縄観光ブランドの一
つと位置づけ、国内外に向けたブランディング及
び挙式組数の増加、観光消費額の向上を図る。

観光振興課 ☆ 59,612 3 － (2) 1

フィルムツーリズム
推進事業

ロケ地としての沖縄の魅力を内外へ発信し、ロケ
誘致を推進するとともに、ロケ隊の受入強化のた
め、地域との連携を図る。

観光振興課 ☆ 188,648 3 － (2) 1

旭橋再開発地区観
光施設設置事業

旭橋都市再開発地区に観光案内所を整備し、
今後増加する国内外からの観光客へ、観光・交
通情報を揃え提供することで、より安心、快適な
観光客受入体制を築く。

観光整備課 ☆ 139,831 3 － (2) 1

ラグジュアリートラベ
ル・ビジネス調査構
築事業

ラグジュアリー旅行市場の現状把握、受入体制
を含む各種課題を抽出し、ラグジュアリー層を誘
致するビジネスモデルを構築する。

観光整備課 ☆ 14,262 3 － (2) 1

観光危機管理支援
対策事業

観光地としての安心・安全を確保するという課題
に対応するため、市町村、地域観光協会、観光
業界等と連携して観光危機管理に関する先導的
な取組を実施し、県内各地に波及、拡大を図る。

観光振興課 ☆ 33,664 3 － (2) 1

離島観光活性化促
進事業

離島観光の振興を図るため、離島の魅力発信や
旅行商品の造成促進等のプロモーションを推進
する。

観光振興課 ☆ 320,097 3 － (12) 3

【沖縄らしい観光リゾート地の形成】
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当初予算額
（千円)

事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

誰もが生き生き観光
まちづくり事業

多様なニーズに対応する質の高い沖縄観光を実
現するため、沖縄県を訪れる高齢者、障害者の
観光客が、沖縄を楽しめるようにきめ細かな受入
体制の整備を図るとともに、高齢者等の観光誘
客に向け、バリアフリー観光地としての認知度を
高める。

観光整備課 ☆ 19,433 3 － (2) 1

沖縄観光国際化
ビッグバン事業

空港や港などの主要インフラ整備に併せ、海外
市場開拓や集中的な航空路線誘致を行うこと
で、外国人観光客数の増加や将来目標200万
人達成に向けた基盤を形成するため、市場特性
等を踏まえたプロモーションを推進する。

観光振興課 ☆ 1,519,853 3 － (2) 1

戦略的MICE誘致促
進事業

国内外からMICE需要を取り込むため、ＭＩＣＥ誘
致・広報活動、開催支援、受入体制整備、人材
育成を行うほか、産業界と連携したＭＩＣＥ振興を
推進する。

観光整備課 ☆ 510,420 3 － (2) 1

大型MICE受入環境
整備事業

国際間でのＭＩＣＥ誘致競争が激化している中、
既存施設では対応できない大規模ＭＩＣＥの誘致
を促進するため、平成32年度中を目標に、多目
的ホールや展示場、中小会議室を備えた全天
候型施設の整備を行う。

観光整備課 ☆ 1,409,324 3 － (2) 1

外国人観光客受入
体制強化事業

第５次沖縄県観光振興計画で定める入域観光
客にかかる目標値を確実に達成するため、国際
観光地に相応しい国際標準の受入体制を構築
する。

観光振興課 ☆ 256,241 3 － (2) 1

沖縄特例通訳案内
士育成事業

沖縄振興特別措置法に盛り込まれた沖縄特例
通訳案内士の育成研修を実施する。

観光政策課 ☆ 41,050 3 － (2) 1

沖縄らしい風景づくり
促進事業

普遍的観光資源である沖縄独特の風景・まちな
み景観の創生を図るため、沖縄らしい風景づくり
に必要な人材育成や地域景観の向上に係る合
意形成、良質な公共空間の創出に向けた取り組
みを行い、市町村における景観地区の指定等を
促進する。

都市計画・モノ
レール課

☆ 23,480 1 － (6) 1

宮古広域公園基本
設計等事業

宮古圏域における広域公園基本設計、環境影
響評価等を行う。

都市計画・モノ
レール課

132,927 3 － (2) 1

環境共生型観光推
進事業

世界自然遺産登録の要件となる「遺産価値の保
全と持続的利用」を担保するため、登録後の入
域者数増加に対応するエコツーリズム体制の強
化を図り、沖縄観光のブランド強化と持続可能性
を高める。保全利用協定が締結される中核的な
地域に対し環境共生型の観光地づくりを支援し、
県全体の意識を醸成し持続可能な環境共生型
観光の推進を図る。

観光整備課 ☆ 39,923 3 － (2) 1

ウェルネスリゾート構
築推進事業

沖縄の自然環境資源や健康保養施設等を活用
したウェルネスリゾート地としての体制を構築する
ため、ウェルネス・医療ツーリズム等に関連した事
業に先進的に取り組む事業者等の支援を行うと
ともに、ウェブサイトでの情報発信を行う。

観光整備課 ☆ 7,338 3 － (2) 1

1 － (5)

3 － (2)

観光人材育成プラッ
トフォーム構築事業

国内外の観光客が満足する質の高いサービスを
提供できる人材を育成・確保し、国際観光地とし
ての沖縄の評価確立を図る。

92,698 3 － (2)観光振興課 1

文化観光戦略推進
事業

沖縄の特色ある文化･芸能等を観光資源として
活用した観光振興の取組を促進する。

文化振興課 84,998
１
５

☆

☆
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当初予算額
（千円)

事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

やんばる型森林ツー
リズム推進体制構築
事業

世界自然遺産候補地である国頭、東、大宜味の
やんばる3村において、地域固有の山村資源を
持続可能な形で活用した観光による地域振興を
図るため、3村で一体となったツーリズム推進体
制を構築する。

森林管理課 ☆ 20,000 3 － (2) 1

2 － (1)

3 － (2)

3 － (6)

2 － (1)

3 － (2)

3 － (6)

5 － (5)

競技力維持・向上
対策事業

競技力を向上させるための事業等への支援や国
民体育大会及び九州ブロック大会への選手派遣
等を行い、全国及び国際的に活躍できるトップア
スリートを組織的・計画的に育成する。

スポーツ振興課 226,461 2 － (1) ４

2020東京オリンピッ
ク・パラリンピック選
手輩出事業

公益財団法人沖縄県体育協会に設置するオリン
ピック・パラリンピック選手輩出戦略検討委員会で
選定された国内競技連盟（ＮＦ）指定選手または
県内競技団体推薦選手の支援・強化育成をおこ
ない、2020年東京オリンピック・パラリンピック大
会において多くの選手輩出を目指す。

スポーツ振興課 14,208 2 － (1) ４

官民一体となった沖
縄ＩＴ産業戦略セン
ター（仮称）の設立

ＩＴによる新たな産業成長戦略を提言する、官民
一体となった「沖縄ＩＴ産業戦略センター（仮称）」
の設立準備を行う。

情報産業振興課 36,420 3 － (3) 1

アジアＩＴビジネス展
開を支援

県内ＩＴ企業のアジア展開や、アジアＩＴ企業との
連携・協業による国内外向けビジネスなど、沖縄
からアジアと我が国双方向へのビジネス展開を促
進する。

情報産業振興課 ☆ 64,484 3 － (3) 1

他産業との連携によ
る産業の高度化・活
性化

アジア地域を始めとする県内ＩＴ企業の海外展開
や国内市場の新規開拓、観光産業などの他産
業と連携・協業する取組を支援する。

情報産業振興課 ☆ 202,634 3 － (3) 1

高度情報通信産業
人材の育成

情報通信関連産業の振興を担う人材を育成する
ため、システム開発業務等の講座を実施し、県
内ＩＴエンジニアの知識や技術力の高度化・強化
を図る。

情報産業振興課 ☆ 136,699 3 － (3) 1

国際物流拠点産業
集積地域賃貸工場
整備事業

国際物流拠点産業集積地域うるま・沖縄地区に
賃貸工場を整備し、立地する企業の初期投資の
軽減や早期操業を支援する等、県内の製造業
及び関連産業の振興を図る。

企業立地推進課 ☆ 2,008,480 3 － (4) 1

製造業県内発注促
進事業

　主に県外から沖縄県に立地した企業に対して、
県内企業との積極的なマッチング、ニーズの掘り
起こし等を行うことで、これまで県内では事例のな
かった取引を促進する。

企業立地推進課 ☆ 26,192 3 － (4) 1

スポーツコンベンショ
ンの推進

沖縄の温暖な気候とスポーツ資源を活用した新
たな観光メニューであるスポーツツーリズムの普
及を促進する。

スポーツ振興課 344,242 1

1

【産業の振興と雇用の創出・安定】

44,665
サッカーキャンプ誘
致戦略推進事業

サッカーキャンプの誘致を戦略的に推進するた
め、キャンプ誘致活動とともに、県内グラウンドの
芝生環境の向上を図る取組を行う。

スポーツ振興課

☆

☆
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当初予算額
（千円)

事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

航空機整備基地整
備事業

那覇空港に航空機整備事業用の格納庫施設等
を整備することにより、航空機整備産業の誘致を
図るとともに、同産業に関連する企業の集積を促
進し、航空関連産業クラスターの形成を図る。

企業立地推進課 ☆ 4,108,234 3 － (4) 1

知的・産業クラス
ター形成に向けた研
究拠点の構築

沖縄科学技術大学院大学や琉球大学等県内高
等教育機関との連携強化、県内外の大学・研究
機関・企業等のネットワーク構築、グローバルベン
チャー企業の創出や国際研究拠点としての地位
の確立を促進する。

科学技術振興課 ☆ 1,476,674 3 － (5) 1

新産業研究開発支
援事業

沖縄をイノベーションの拠点とするため、技術力
の高いベンチャー企業の優れた研究や研究成果
の事業化について支援する。

産業政策課 ☆ 333,750 3 － (5) 1

新分野海外展開支
援事業

沖縄の特性を生かして新たにＩＴ・サービス等の分
野で海外に展開しようとする県内企業等に対し、
市場調査及びプロモーション等に要する経費を補
助するとともに、調査結果を踏まえた海外展開に
ついてハンズオン支援を行う。合わせて、海外展
開に必要な基礎知識の提供を行う。

アジア経済戦略
課

☆ 87,516 3 － (4) 1

ベンチャー企業ス
タートアップ支援事
業

ベンチャー企業に対し、地域支援機関等と連携
した的確・迅速なハンズオン支援を行うとともに、
起業啓発等セミナーや相談会を開催する。

産業政策課 ☆ 38,160 3 － (8) 1

先端医療産業開発
拠点形成事業

沖縄県の再生医療産業の競争力強化のため、
臨床用３Ｄバイオプリンタの開発、当機器に活用
する細胞塊の大量生成技術の開発及び搬送・冷
凍技術の開発を行う。

ものづくり振興課 ☆ 197,032 3 － (5) 1

新
再生医療産業活性
化推進事業

我が県の健康・医療産業活性化のため、再生医
療に活用するための細胞の品質評価技術を開
発し、再生医療等製品の開発などを支援する基
盤を構築する。

ものづくり振興課 ☆ 78,038 3 － (5) 1

沖縄県医療産業競
争力強化事業

我が県の医療産業を、観光、ＩＴ、物流に続く基幹
産業に育成するため、医薬品等の医療製品の開
発を加速する技術の確立・事業化を行い、医療
製品開発基盤の構築を目指すベンチャー等を支
援する。

ものづくり振興課 ☆ 164,626 3 － (5) 1

企業誘致促進

空港及び港湾の物流機能を活用した高付加価
値型ものづくり産業等の集積を図るため、企業へ
の訪問や投資環境のPR等を通じた積極的な企
業誘致活動を実施する。

企業立地推進課 ☆ 153,907 3 － (4) 1

アジア・ビジネス・
ネットワーク事業

　アジアにおけるビジネス・ネットワークを構築する
ため、海外企業と県内企業双方のビジネスニー
ズ実現に向けた連携に関する協議を、現地の産
業政策担当部局等と行うとともに、県内における
体制づくりを行う。

アジア経済戦略
課

☆ 58,572 3 － (4) 1

アジアと日本の架け
橋となる国際物流拠
点の形成

1
アジアにおける国際物流拠点として発展するため
の諸施策を推進し、県内産業の振興及び雇用確
保を図る。

アジア経済戦略
課
企業立地推進課

764,707 3 － (4)☆
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当初予算額
（千円)
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テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

沖縄建設産業グ
ローバル化推進事
業

沖縄県が目指す「世界との交流ネットワークの形
成」と国際貢献を目的として、海外事業等の受注
を通した技術提供による国際貢献を行う。

土木総務課 ☆ 18,052 3 － (8) 1

建設業経営力強化
支援事業

厳しい経営環境にある県内建設業者の経営改
善や新分野進出等の取り組みを総合的に支援
するため、窓口相談や専門家派遣、セミナー開
催等により各種相談への対応及び情報提供等を
行う。

技術・建設業課 9,396 3 － (8) 1

工業用水道施設整
備事業

工業用水を安定的に供給するため、老朽化した
工業用水道施設を計画的に更新し、あわせて耐
震化を推進する。

建設計画課 ★ 79,374 3 － (9) 1

次世代アントレプレ
ナー人材育成推進
事業

沖縄の産業や地域を牽引し、新たな事業等を創
出するエンジンとなる起業家マインド（アントレプレ
ナーシップ）を有する人材を継続的に育成・輩出
していく仕組み作りを推進する。

産業政策課 ☆ 34,200 5 － (5) 1

海外事務所等管理
運営事業

　海外における県産品の販路拡大、観光客誘
致、県内企業の海外展開支援等を目的に、海外
事務所を設置し、委託駐在員を配置する。

アジア経済戦略
課

187,177 ３ － ⑷ 1

戦略的基盤技術導
入促進事業

県内企業のみでは実施することが難しい高度な
技術について、県工業技術センターと周辺企業
が連携して研究開発を行うことで、様々な産業分
野への波及効果が期待できる専門的な基盤技
術を蓄積する。

ものづくり振興課
（工業技術セン
ター）

☆ 127,075 3 － (9) 1

ものづくり基盤技術
強化支援事業

県内製造業に還元できるものづくり基盤技術の強
化を図り、研究開発で蓄積した技術の事業化を
促進するため、県内ものづくり企業に対し、事業
化に向けた細かな技術開発プロセスの実践と継
続的なハンズオン支援を行う。

ものづくり振興課 ☆ 92,750 3 － (9) 1

戦略的製品開発支
援事業

地域資源や特性を活用した産学官連携等による
付加価値の高い工業製品の開発を進めることに
より、本県における競争力のあるものづくり産業を
促進する。

ものづくり振興課 ☆ 154,447 3 － (9) 1

健康食品ブランド化
推進基盤構築事業

健康食品の沖縄ブランドを確立・強化し、他地域
との差別化により販路拡大を図るとともに、健康
食品産業の自立的成長を促すためのブランド化
推進基盤を整備する。

ものづくり振興課 ☆ 76,549 3 － (9) 1

琉球泡盛県外展開
強化事業

泡盛製造業を県経済振興に寄与する移出型産
業として成長させることを目的として、泡盛業界の
成長戦略を支援するため、多角的な取組を行
い、県外展開を強化する。

ものづくり振興課 ☆ 97,667 3 － (9) 1

中小企業課題解
決・地域連携推進
事業

県内の中小企業者が抱える経営上の課題や業
界課題の解決、中小企業支援等に係る地域連
携体制の構築を推進する。

産業政策課
中小企業支援課

☆ 652,542 3 － (8) 1

－ (5)

(4)3

5 1

1

経済成長著しいアジア等、海外に展開するグロー
バルな産業人材を長期かつ継続的に育成し、県
内企業等の国際化、高度化を目指す。

産業政策課 234,575

－168,008

万国津梁産業人材
育成事業

県産品拡大展開総
合支援事業

県産品の県外市場への販路拡大を促進し、本県
製造業の振興及び経済の活性化を 図る。

アジア経済戦略
課

☆

39



当初予算額
（千円)

事　　　業 概　      　要 課  名
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テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

地域商業活性化支
援事業

商店街等の活性化を図るため、組織強化や活性
化プランの策定、活性化事業の支援を行う。

中小企業支援課 11,000 3 － (8) ３

企業価値可視化促
進事業

県内中小企業に対し、財務面以外からの経営基
盤強化・企業価値向上を促進するため、知的資
産を活用した経営手法の普及を図る。また、知的
資産経営を広く浸透させるため、本経営手法を
支援できる支援員の養成を行う。

中小企業支援課 ☆ 32,807 3 － (8) 1

中小企業等の総合
支援の推進

中小企業等経営強化法による経営革新制度の
周知を図り、計画策定の促進及び計画達成率を
高めることで、中小企業の基盤強化を図る。

中小企業支援課 20,549 3 － (8) ３

県単融資事業
県内中小企業の支援のため、事業活動に必要
な資金の融資や金利引下げ及び信用保証料の
負担軽減を図る。

中小企業支援課 12,312,009 3 － (8) ３

地中熱を活用した省
エネ普及促進事業

未利用エネルギーである地中熱を活用した省エ
ネ技術の開発・普及を実施することにより、地球
温暖化対策として二酸化炭素削減に寄与する。

環境再生課 ☆ 26,372 1 － (3) ５

3 － (10)

就業意識の向上

完全失業率を全国並に改善するため「みんなで
グッジョブ運動」をはじめとした取り組みを企業や
学校・教育機関、行政機関等の連携により実施
し、県民一人ひとりの就業意識の喚起を図る。

雇用政策課 ☆ 164,626 3 － (10) ２

就職活動キックオフ
事業

県立高等学校の卒業者の就職内定率・早期離
職率改善を図るため、宿泊研修を実施し社会人
基礎力を育成する。また、就職活動支援推進の
ため、学校に支援員を配置するとともに、職員実
務研修を実施する。

県立学校教育課 ☆ 166,369 5 － (3) ２

(3) 1

２

２

１
２

２－ (10)3

(10)－

雇用政策課

390,162雇用政策課

151,962☆
県内の高校生や大学生等を対象とした企業説明
会や研修会等を実施し、就職活動の支援を行
う。

－
高校生の県外インターンシップ派遣や県内若年
者の海外ジョブトレーニング等、県外や海外への
就職希望者を対象に支援を行う。

県外・海外就職への
チャレンジ

(10)

－

503,695

雇用政策課

3

267,814

1産業政策課
再生可能エネルギーや未だ十分に活用されてい
ない地産エネルギーの導入拡大等を促進するた
めの事業を実施する。

雇用政策課

求職者や事業主等への総合的な支援を行う
「グッジョブセンタ－おきなわ」において、個々の
ニーズに対応したワンストップサービスを実施す
る。

沖縄型総合就業支
援拠点の拡充に向
けた取組

雇用機会の創出、ミ
スマッチの解消

若年者や中高年、ひとり親世帯等の求職者の
様々なニーズに対し、研修・訓練やマッチング促
進等のメニューを提供し、効果的な支援を行う。

☆

☆

☆

☆

586,423
クリーンエネルギー
の導入拡大に向け
た取組

新規学卒者の就職
支援
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基本計画の
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キャリア教育支援事
業

教職員のキャリア教育実践力の向上やキャリア
教育コーディネーター配置事業により、高校卒業
時における進路未定者の減少に資する。

県立学校教育課 ☆ 18,069 5 － (3) ２

技能五輪・アビリン
ピック全国大会推進
事業

技能五輪全国大会・全国アビリンピックの平成30
年度沖縄開催に向けて、実施計画策定、選手育
成、競技機材の購入など準備を行う。

労働政策課 82,719 3 － (10) ２

職業能力開発の充
実

雇用のミスマッチを解消するため、県立職業能力
開発校や民間教育訓練機関において、雇用ニー
ズの高い職業訓練を実施する。

労働政策課 1,063,347 3 － (10) ２

雇用環境の改善
「人材育成企業認証制度」や「非正規従業員の
正規雇用化」等に取り組み、県内企業の雇用環
境の改善を促進する。

雇用政策課 ☆ 102,765 3 － (10) ２

ワーク・ライフ・バラン
ス推進事業

仕事と家庭を両立しながら充実した生活を営むこ
とができるよう、働きやすい職場環境の整備促進
のため、セミナー開催など普及啓発を図る。

労働政策課 10,814 3 － (10) ３

女性のおしごと応援
事業

女性が働きがいをもって仕事に取り組むことがで
きる環境づくりを推進し、雇用の質の向上を図る
ため、ライフステージに対応した支援や女性が働
き続けられる環境作りに向けた支援を行う。

労働政策課 ☆ 45,538 3 － (10) ３

非正規労働者処遇
改善事業

県内中小企業の非正規労働者等の処遇改善を
図るため、専門家派遣による就業規則の見直し
等を支援するとともに、使用者向けセミナーの開
催により労務管理能力の向上等を図る。

労働政策課 ☆ 19,853 3 － (10) ２

新
中小企業労働環境
整備促進事業

全国一高い離職率や非正規雇用率等、沖縄県
の課題である「雇用の質」の実態を把握するた
め、県内中小企業の業種別、規模別、雇用形態
別の労働環境の実態を調査し、今後の県の施策
展開等のための基礎資料とする。

労働政策課 15,052 3 － (10) ２

沖縄型農業共済制
度推進事業

安全で安定的な保険母集団を確保し、共済掛金
を全国並に低減させるため、農業共済組合が行
う農業共済加入促進事業を支援する。

糖業農産課 ☆ 167,395 3 － (7) ５

うちなー島ヤサイ商
品化支援技術開発
事業

「売れる島ヤサイを作る」への転換を推進し、島
ヤサイの商品性向上を図るため、収集系統の特
性評価や商品力強化品目・系統の栽培体系を
確立する。

農林水産総務課
（農業研究セン
ター）

☆ 51,972 3 － (7) １

沖縄県産山菜類地
域資源活用事業

本県の林業生産額の増加と山菜類を県民に普
及し、健康長寿推進に寄与するため、県産山菜
類の生産技術の確立とデータベース化を図る。

森林管理課 ☆ 15,911 3 － (7) 3

3

さとうきびの生産支
援

【農林水産業の振興】

－ (7)製糖事業者の支援
分蜜糖製造事業者の経営安定を目的に、気象
災害等影響緩和対策、製造合理化対策等を支
援する。

糖業農産課 1,305,140

３－3

３

さとうきびの安定生産と品質向上のため、機械化
一貫作業体系の確立や生産法人の育成、新品
種の普及を推進し、さとうきび農家の経営の安定
化を図る。

(7)糖業農産課 191,033

☆
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おきなわ紅茶ブラン
ド化支援事業

県内茶産業の再生のため、紅茶やフレーバー
ティーの安定生産技術に関する研究を行い、県
内茶生産者への研究成果の普及等を通して、県
産紅茶の生産・品質の安定化を図り、ブランド化
を促進する。

糖業農産課 ☆ 12,374 3 － (7) ３

沖縄アグー豚安定
供給体制確立事業

沖縄アグー豚種豚の改良・維持・増殖及び遺伝
子バンク機能の創設等を行う。

畜産課 ☆ 20,523 3 － (7) １

世界一おいしい豚肉
作出事業

世界一おいしい豚肉「アグーブランド豚肉」作出の
ため、アグーの全ゲノムDNAを解読し、ゲノム情報
を活用したアグーの効率的な育種改良システム
を確立する。

農林水産総務課
（畜産研究セン
ター）

☆ 30,802 3 － (7) １

新
肉用牛肥育素牛導
入支援事業

県内肉用牛肥育農家が肥育素牛を導入する経
費の一部を補助し、肥育経営の強化を図る。

畜産課 8,000 3 － (7) １

新
産地発、おきなわ海
藻消費拡大事業

本県の特産品目である海藻類（モズク等）の消費
拡大に向け、産地の優位性を生かした生鮮品出
荷技術を開発するとともに、健康機能に関する情
報を発信する。

水産課 ☆ 49,300 3 － (7) １

鳥獣被害防止対策
野生鳥獣による農作物への被害防止を図るた
め、有害鳥獣の捕獲活動や侵入防止柵の整備、
広域捕獲活動の推進等を支援する。

営農支援課 106,589 3 － (7) ３

特殊病害虫特別防
除事業

特殊病害虫（ウリミバエ、ミカンコミバエ種群、イモ
ゾウムシ、アリモドキゾウムシ等）の侵入防止・根
絶防除等のため、侵入警戒調査、侵入防止防除
及び根絶防除等を実施する。

営農支援課 ☆ 1,494,085 3 － (7) ３

家畜伝染病予防事
業

家畜の伝染性疾病の発生予防およびまん延防
止を図るとともに、高病原性鳥インフルエンザ、口
蹄疫、豚コレラ等の侵入防止および監視体制強
化と牛海綿状脳症（BSE）全頭検査の体制整備
を図る。

畜産課 88,006 3 － (7) １

農業・農村の多面的
機能の発揮

農業･農村の多面的機能の維持･発揮を図るた
め、それを支える地域活動、農業生産活動の継
続、自然環境の保全に資する共同活動を支援す
る。

村づくり計画課 464,088 3 － (7) 3

農業生産基盤整備
亜熱帯気候の特性等を生かした特色ある農林水
産業の振興を図るため、地域特性に適合した基
盤整備を推進する。

農地農村整備課 ★ 12,052,357 3 － (7) 3

農業水利施設等の
長寿命化

農業水利施設の予防保全診断・機能保全計画
を策定し、対策工事や技術指導等を実施するこ
とで施設のライフサイクルコストの低減及び長寿
命化を推進する。

村づくり計画課 ★ 105,143 3 － (7) ５

農地の保全強化
農地及び農業用施設に対する自然災害の発生
を未然に防止する。

農地農村整備課 ★ 890,364 3 － (7) 3

村づくり交付金事業
費

農道などの農業生産基盤の整備と、防災安全施
設などの農村生活環境の整備を一体的に実施
する。

農地農村整備課 ★ 200,444 2 － (7)

台風等の自然災害に対応して、安定的に農産物
を供給する産地を形成し農家経営の安定を図る
ため、施設整備を補助する。

園芸振興課 1,087,786 3 － (7) １
災害に強い栽培施
設の整備事業

3

☆
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事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

沖縄県畜産・酪農
収益力強化整備等
対策事業

畜産クラスター計画において、中心的経営体とし
て位置づけられた畜産農家等に対し、収益力・
生産基盤の強化や畜産環境問題への対応に必
要な施設整備や家畜導入に係る経費の一部を
補助する。

畜産課 175,320 3 － (7) １

食鳥処理施設整備
事業

食鳥処理施設の再編・集約化を行い、HACCPに
対応した、新たな施設を整備し、県産鶏肉の衛
生管理・品質管理の高度化を図る。

畜産課 ☆ 2,809,532 3 － (7) １

3 － (7)

3 － (12)

6次産業化の推進
6次産業化サポートセンターの設置や6次産業化
の取組に係る費用の一部補助など、6次産業化
を推進する。

流通・加工推進
課

☆ 106,014 3 － (7) １

県産農林水産物輸
出力強化事業

海外市場における県産農林水産物の販路拡大
及び定番化を目指し、商談会やプロモーション等
を実施する。

流通・加工推進
課

☆ 80,703 3 － (7) １

地産地消の推進
県内における県産農林水産物の消費拡大を図る
ため、食材の利活用・販売促進など消費拡大の
各種施策によって地産地消を推進する。

流通・加工推進
課

58,757 3 － (7) １

農林水産物流通条
件不利性解消事業

本土向けに出荷する農林水産物（戦略品目）の
輸送コストを直近他県と同一条件とし、出荷時
期・出荷量の拡大を図るため、沖縄－本土間の
輸送費の一部に対する補助を行う。

流通・加工推進
課

☆ 2,800,000 3 － (7) １

農地中間管理事業
農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構
が離農者等から農地を借受けし、認定農業者等
へ貸付けを行う。

農政経済課 166,817 3 － (7) ３

新規就農者の育成・
確保対策

農業担い手の育成・確保のため、中長期的な一
貫支援システムの構築や青年の就農における就
農前の研修及び就農後の所得を確保する。

営農支援課 ☆ 1,110,847 3 － (7) 3

畜産担い手育成総
合整備事業

未利用・低利用地を地域の担い手に集積し、草
地造成等の亜熱帯地域の恵まれた自然条件を
活かした自給飼料生産基盤を整備することによ
り、飼料基盤に立脚した安定的な経営体を育成
し、地域農業の活性化を図る。

畜産課 ★ 367,716 3 － (7) １

新
沖合操業の安全確
保支援事業

漁業者の生命・財産等の安全を確保するため、
広域の通信エリアを確保できる無線機の設置を
支援する。

水産課 ☆ 35,214 3 － (7) ５

3 －

新規就業者の定着を図るための漁業経費（漁具
等）の一部支援や将来の担い手の確保・育成の
ための小中学生を対象とした水産教室、高校生
を対象としたインターンシップ制度を活用した漁
業体験を実施する。

水産課 (7)

水産生産基盤整備
事業

水産物の生産拠点である漁港において、漁港施
設を整備する。

漁港漁場課 2,023,886 ３

未来のマリンパワー
確保・育成一貫支
援事業

55,593 ２

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

重点
テーマ

【地域力の向上・くらしの向上】

事　　　業 概　      　要 課  名

☆

当初予算額
（千円)
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当初予算額
（千円)

事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

移住定住促進事業

地域の世話役養成塾や移住に関するシンポジウ
ムの開催、移住フェアへの出展、移住体験ツ
アーの開催等を行うことで、移住応援活動の基
盤を作り、離島・過疎地域を含む県全体でバラン
スのとれた人口の維持・増加を目指す。

地域・離島課 34,132 2 － (7) ３

沖縄・奄美連携交
流促進事業

沖縄と奄美群島は、地理・自然・歴史・文化等の
つながりが深く、県域を越えて各分野での交流が
行われている。また、両地域が世界自然遺産登
録候補地として一体的に評価されており、登録後
に両地域外からより多くの観光客が見込まれる。
本事業では、両地域の連携・交流をさらに促進
し、調和ある発展を図るため、両地域間の移動コ
ストの低減を行う。

地域・離島課 ☆ 83,573 1 － (４) ３

慶良間諸島国立公
園満喫プロジェクト

国立公園において、地方自治体が所有する公園
利用施設の国際化対応や老朽化対策のための
施設整備を行う。

自然保護課 27,278 3 － (2) ５

沖縄県自然環境再
生モデル事業

沖縄らしい自然環境を次世代に継承するため、
平成27年3月に策定した沖縄県自然環境再生
指針に基づいた自然環境再生モデル事業を実
施する。

環境再生課 ☆ 14,363 1 － (1) ５

赤土等の流出防止
対策

赤土等の流出防止活動を行う団体への財政支
援、並びに「沖縄県赤土等流出防止条例」及び
「沖縄県赤土等流出防止対策基本計画」に基づ
いて実施する施策により、赤土等流出防止対策
を推進する。

環境保全課 ☆ 79,331 1 － (1) ５

農業農村整備課
営農支援課

モノレール旭橋駅周
辺地区再開発事業

安全で快適な歩行空間の整備とバスターミナル
の利便性の向上を図り、地区内の合理的かつ健
全な高度利用を図る。また、商業、宿泊、居住等
の機能に加え、公共公益施設として新県立図書
館やグッジョブセンター、観光支援機能を整備
し、多様な都市機能の確保を行う。

【美ら島の自然環境保全】

世界自然遺産登録
推進事業

遺産登録の早期実現を図るために、遺産価値
（生態系・生物多様性）の維持や持続的利活用
の推進体制の構築、登録に向けた機運の醸成に
係る各種取組を実施する。

自然保護課 95,197 1 － (1) ５

建築指導課 616,100 1 － (7) ５

マングース対策事業
北部地域におけるマングースの侵入防止及び捕
獲を徹底し、希少種等の生息分布域の回復を図
る。

自然保護課 104,614 1 － (1) ５

サンゴ礁の保全再生
サンゴ礁の生態系の保全・再生を図るため、実証
事業やオニヒトデの駆除などを実施する。

自然保護課 192,302 1 － (1) ５

自然環境に配慮した
農業

農地及びその周辺の土地からの土壌流出を各種
の対策施設により防止し、農村の環境保全を図
る。

1,343,249 1 － (1) ３
★
☆

☆

☆

☆
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当初予算額
（千円)

事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

ジュゴン保護対策事
業

絶滅が危惧されるジュゴンの保護を目的として、
ジュゴンの生態等に関する調査を行い、生息状
況等を把握する。

自然保護課 10,512 1 － (1) ５

全島緑化県民運動
推進事業

全県的な緑化活動を推進するため、全島緑化県
民運動推進会議を開催するほか、地域住民によ
る緑化活動の促進を図る。

環境再生課 9,593 1 － (6) ５

新
全国育樹祭開催準
備事業

「継続して森を守り育てることの大切さを普及啓
発する」ことを目的とした全国育樹祭の開催準備
及び関連事業の実施により、県民参加による緑
化意識の向上を図る。

環境再生課 43,000 1 － (6) ５

沖縄フラワークリエイ
ション事業

沖縄らしい風景街づくりの観点から、花木等を設
置し、重点管理を行うことで観光地沖縄をアピー
ルする。

道路管理課 ☆ 520,000 1 － (6) ２

新
エネルギー多消費
型事業者のLNG転
換普及事業

自然環境の保全と産業振興を図るため、クリーン
かつ安全、低コストなエネルギーであるＬＮＧ(液
化天然ガス)の県内への普及を推進する。

環境再生課 ☆ 105,428 1 － (3) ５

建設リサイクル（ゆい
くる）制度活用事業

廃棄物の減量化など環境負荷を軽減する循環
型社会を構築するため、県内で発生する廃棄物
を再資源化し製造された建設リサイクル資材（ゆ
いくる材）を認定し、公共工事等において利用推
進を図る。

技術・建設業課 24,361 1 － (2) ５

公共関与推進事業
公共関与による産業廃棄物管理型最終処分場
の整備を推進する。

環境整備課 1,567,762 1 － (2) ５

新
沖縄県空手振興事
業

　沖縄空手を振興するため、(1)空手振興ビジョン
の策定、(2)空手関係イベントの開催及び国際大
会の開催準備、(3)空手会館を拠点とした発信事
業等を展開する。

空手振興課 ☆ 247,063 1 － (4) ５

新
沖縄文化芸術を支
える環境形成推進
事業

県内文化関係団体の活動継続に向けた運営上
の課題解決の取組、文化芸術の普及および魅力
発信の取組、文化資源を活用した地域活力創出
の取組を支援する。

文化振興課 ☆ 108,965 1 － (4) ５

アーツマネージャー
育成事業

沖縄の多様な文化資源を生かした文化産業の
創出と育成及び観光をはじめとした関連産業へ
の経済的波及を目的に、経営的視点を持って文
化芸術活動をマネジメントできる人材「アーツマ
ネージャー」を育成する。

文化振興課 ☆ 23,620
1

3

－

ー

(5)

(6)
５

【誇り高きウチナー文化の普及促進】

しまくとぅば普及継承
事業

沖縄文化の基層である「しまくとぅば」を普及継承
するため、各地域において普及に携わる人材の
育成や県民大会の開催等を行うとともに、普及継
承の中核的役割を果たす「しまくとぅば普及セン
ター（仮称）」の設置に向けた取り組みを推進す
る。

文化振興課 145,882 1 － (4) ５

文化発信交流拠点
整備事業

沖縄独自の文化の保存・継承や芸術文化創造
活動等を持続可能なものとするため、文化発信
交流拠点の整備を行う。

文化振興課 10,670 1 － (4) ５

☆
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事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

琉球王国外交文書
等の編集刊行及び
デジタル化事業

琉球史の教育への利活用や研究の進展等を図
るため、琉球王国の外交文書「歴代宝案」や交
流史等に関する史料を編集・刊行するとともに、
保存・活用のためのデジタル化・テキスト化を行
う。

文化財課 ☆ 40,306 1 － (4) ５

みんなの文化財図
鑑刊行事業

沖縄県内の指定文化財の教育普及を図るため、
名称、所在、説明等を掲載した本を刊行する。

文化財課 ☆ 19,223 1 － (4) ５

琉球政府文書デジ
タル・アーカイブズ推
進事業

離島等の遠隔地の県民が歴史公文書を公平に
利用できるように、公文書館に所蔵されている琉
球政府文書をデジタル化しインターネットで公開
する。

総務私学課 ☆ 130,425 1 － (4) ５

琉球王国文化遺産
集積・再興事業

戦後70年余を経て、戦災により失われた相伝の
８分野のティーワジャ（手わざ）など王国時代の精
緻で至高の技の世界を現代に蘇らせ、世界に誇
る沖縄の手わざの力をモノを通して国内外へ発
信し、琉球王国文化をブランドとした文化観光拠
点として沖縄をアピールする。

文化振興課（沖
縄県立博物館・
美術館）

☆ 184,206 1 － (4) ５

デジタルミュージア
ム推進事業

沖縄各地で収録された伝承話音声資料をデジタ
ル資料で保存する、また、デジタルコンテンツを開
発し、web上や展示室で公開することにより民話
としまくとぅばの将来世代への継承、普及促進を
図る。

文化振興課（沖
縄県立博物館・
美術館）

☆ 6,990 1 － (4) ５

沖縄遺産のブランド
開発・発信事業

遺跡を利用した新たな観光資源の創出及び県
立博物館の価値の増大を図るため、旧石器人骨
「港川人」に匹敵する旧石器人骨の発掘調査及
び調査成果の発信を行う。

文化振興課（沖
縄県立博物館・
美術館）

☆ 21,543 1 － (4) ５

沖縄工芸産業振興
拠点施設（仮称）整
備事業

工芸産業の技術や技法の高度化、市場ニーズに
対応した製品開発、工芸分野の起業家の育成な
どを推進する「工芸の杜（仮称）」の整備を行う。

ものづくり振興課 ☆ 繰越事業 1 － (5) １

伝統工芸品等の感
性型ものづくり産業
の振興

消費者ニーズにマッチした工芸品の開発、展示
会への出展など販路開拓や工芸縫製･金細工技
術者の養成を支援する。

ものづくり振興課 ☆ 86,281 1 － (5) 1

みんなのヘルス
アクション創出事
業

健康長寿おきなわの復活に向けて、官民一体と
なった健康づくりをさらに推進するため、働き盛り
の世代や事業所等における健康づくり実践を促
す広報や講習会を実施するとともに、的を絞った
効果的な施策展開のため、市町村が実施可能
な生活習慣等実態調査マニュアルを作成する。

健康長寿課 ☆ 223,723 2 － 1 ４

新
健康行動実践モデ
ル展開促進事業

青壮年期を健康行動に誘導する実践的なモデ
ル集を活用した健康づくりの手法を市町村に普及
促進することにより、県民の早世予防や平均寿命
（健康寿命）の延伸を図る。

健康長寿課 ☆ 38,990 2 － (1) ４

新
健康づくりボランティ
ア養成・活動支援強
化事業

市町村における健康づくりボランティア（健康づくり
推進員、食生活改善推進員等）の養成及び活動
に対し、経費の1/2補助や支援を行うことにより
県民の健康づくりを推進する環境を整える。

健康長寿課 15,980 2 － (1) ４

親子で歯っぴ～プロ
ジェクト

乳幼児期の歯と口の健康づくりに資するため、乳
幼児健診等での説明用媒体活用促進、健診関
係者への研修会開催、モデル市町村でのケア
グッズ活用推進とデータ集計・分析による効果検
証を行う。

健康長寿課 13,278 2 － (1) ４

【健康福祉社会の実現】
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事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

がん予防対策推進
事業

がん対策を効果的・効率的に推進することを目
的に、がん登録事業、沖縄県生活習慣病検診管
理協議会を開催する。

健康長寿課 12,257 2 － (1) ４

社会体育活動の推
進

統合型地域スポーツクラブや各スポーツ関係機
関と連携し、県民がスポーツできる機会の拡大と
スポーツへの関心と意欲を高め、社会体育活動
の推進を図る。

スポーツ振興課 ☆ 39,824 2 － (1) ４

がんじゅーどー事業
ウォーキング・ジョギングのために使いやすい道路
空間を形成し、県民の健康づくりを推進する。

道路管理課 ☆ 54,000 2 － (1) ３

民生委員活動の推
進

民生委員及び民生委員活動に対する支援を行う
ことにより、地域福祉を推進し県民福祉の向上を
図る。

福祉政策課 106,799 2 － (3) ３

地域福祉の推進
誰もが住みなれた地域で自立した生活がおくれ
るよう、福祉サービスの質の向上や福祉サービス
利用者の保護等を目的とした事業を推進する。

福祉政策課 164,697 2 － (3) ３

生活困窮者の自立
支援

生活困窮者に対し、本人の状況に応じた包括的
かつ継続的な相談支援の実施や、安定した住居
の確保、就労支援等を行うことにより、生活困窮
者の自立の促進を図る。

福祉政策課 209,077 2 － (3) ２

障害のある人もない
人も暮らしやすい社
会づくり事業

障害者に対する誤解や偏見等をなくし、共に支え
合う社会づくりのため、広域相談専門員の配置、
調整委員会の設置、相談員に対する研修等実
施する。

障害福祉課 45,044 2 － (3) ３

軽度・中等度難聴
児補聴器購入費助
成事業

１８歳未満の軽度・中等度難聴児に対する補聴
器購入費の助成を実施する。

障害福祉課 4,821 2 － (3) ３

精神障害者地域移
行・地域定着促進
基金事業

精神障害者の地域移行・地域定着を促進するた
めの体制整備を行う。

障害福祉課 10,370 2 － (3) ３

障害者の就労の拡
大

障害者等に対して、就労支援や職場訓練等を実
施し、社会参加と自立を促進する。

雇用政策課 56,379 3 － (10) ２

新
管理栄養士養成課
程設置補助事業

健康長寿の復活に向け、食・栄養分野の拠点と
なる管理栄養士養成課程を新設する際の施設
整備等に係る費用の支援をする。

健康長寿課 300,000
（債務負担行為）

5 － 6 ４

特定不妊治療費助
成事業

医療保険の適用外となっている特定不妊治療に
要した経費の一部を助成する。

地域保健課 253,557 2 － (2) ３

こども医療費助成事
業

こどもの疾病の早期発見と早期治療を促進し、こ
どもの健全な育成を図るため、市町村が実施す
るこども医療費助成制度について、対象経費の
1/2を補助する。

保健医療総務課 1,372,557 2 － (2) ３

地域生活支援事業

専門的・広域的な相談支援の実施等により、障
害のある人が社会参加などを通じて生活の質的
向上が図られるよう、生活支援や就業支援を行
う。

障害福祉課 173,918 2 － (3) ３

【子育て・高齢者施策の推進】
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テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
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安心こども基金事業
保育所整備等を実施し、子どもを安心して育てる
ことができる体制の整備を図る。

子育て支援課 1,729,184 2 － (2) ３

保育対策総合支援
事業

保育士修学資金貸付事業等の保育士確保、小
規模保育の整備など自治体の待機児童解消の
取組の支援等を総合的に実施する。

子育て支援課 170,827 2 － (2) ３

認定こども園施設整
備事業

幼稚園と保育所双方の機能を併せ持つ認定こど
も園の設置を促進することにより、子どもを安心し
て育てることができる体制の整備を促進するた
め、市町村が実施する認定こども園の施設整備
事業へ補助する。

子育て支援課 319,759 2 － (2) ３

保育士産休等代替
職員配置支援事業

認可保育所の保育士が出産又は傷病により、長
期間にわたって継続する休暇を必要とする場合
の産休代替要員の配置に要する経費を支援す
る。

子育て支援課 18,900 2 － (2) ３

保育士確保対策事
業

待機児童解消に必要な保育士を確保するため
に、保育士試験受験者向けの講座実施及び保
育士の年休取得を支援する。

子育て支援課 ☆ 94,483 2 － (2) ３

保育士正規雇用化
促進事業

非正規雇用の保育士の正規雇用化により保育
士正規雇用率の上昇を図る認可保育所等に対
して助成を行うことで、保育士の正規雇用化を促
進し、保育士の処遇向上及び定着促進を図る。

子育て支援課 97,740 2 － (2) ３

放課後児童クラブ支
援事業

放課後児童クラブの公的施設活用を促進し、環
境の改善、質の向上、利用者の負担軽減を図
る。

子育て支援課 ☆ 378,793 2 － (2) ３

地域子ども・子育て
支援事業

地域の実情に応じ、市町村が実施する地域子ど
も・子育て支援事業（地域子育て支援拠点事
業、延長保育事業、病児保育事業等）へ支援す
ることにより、多様な子育て支援の充実を図る。

子育て支援課 1,936,535 2 － (2) ３

子ども・子育て支援
体制整備総合推進
事業

小規模保育事業や地域子ども・子育て支援事業
等の実施を促進するため、事業に従事する職員
の資質向上及び、人材確保のための研修事業を
実施する。

子育て支援課 8,417 2 － (2) ３

待機児童対策特別
事業

認可外保育施設の認可化促進による待機児童
の解消及び同施設の質の向上を図るため、施設
改善、経営指導、児童の処遇向上等の支援を行
う市町村に対する補助等を行う。

子育て支援課 1,296,234 2 －

待機児童解消支援
基金事業

待機児童の解消を図るため、保育定員の拡大に
取組む市町村に対し、交付金を交付する。

子育て支援課 1,168,095 2 － (2)

(2) ３

2 － (2) ３
事業所内保育総合
推進事業

３

待機児童の解消と働きやすい環境の整備のた
め、事業所内保育施設の設置を推進する。事業
所内保育推進コーディネーターによる設置に向
けた各種支援のほか、地域型保育事業の認可を
受ける施設に対する施設整備の補助を実施す
る。

子育て支援課 83,844

☆

☆
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21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
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沖縄型幼児教育推
進事業

市町村にコーディネーターを配置して保幼小の連
携体制を構築し、幼児教育の充実と小学校教育
への円滑な接続を図る。

義務教育課 5,903 5 － (3) ３

沖縄子供の貧困緊
急対策事業

市町村が実施する子どもの居場所・子どもの貧困
対策支援員配置に係る事業の支援（子供の貧困
対策支援員の研修会開催、事業の分析・評価、
支援員の支援コーディネーター配置）を行うほ
か、高校への中退防止のための相談窓口設置、
子どもの居場所への大学生ボランティア派遣の
マッチングを行う。

子ども未来政策
課

69,978 2 － (2) ２

地域における子ども・
若者支援のネット
ワーク構築

地域における子ども・若者支援のネットワークを構
築するため、子ども・若者に関して総合的な知見
を有するコーディネーターの養成及び地域におけ
る子ども・若者育成支援団体の助成を行う。

子ども未来政策
課

15,425 2 － (2) ２

子どもの貧困対策推
進基金事業

沖縄県子どもの貧困対策推進基金を主な財源と
して、①市町村への交付金交付、②施策の分
析・評価のための外部有識者会議の開催、③子
どもの貧困問題普及啓発のためのイベント開催、
④子育て世代包括支援センター設置促進のため
の調査研究、⑤各種支援メニューの周知、⑥子
どもの貧困問題に係る実態調査、⑦教職員等を
対象とした子どもの貧困問題の研修を実施する。

子ども未来政策
課

459,425 2 － (2) ２

経済的に困難を抱
えた子ども等に対す
る学習支援

県内３０カ所を拠点に、経済的に困難を抱えた子
ども等に対する学習支援を行うとともに、その親
等に対し、進学情報の提供や子育てに関する悩
み等の相談を実施する。

子ども未来政策
課

☆ 374,810 2 － (2) ２

子ども・若者育成支
援

ニート、ひきこもり、不登校など困難を抱える子ど
も・若者等に総合的な支援を行う「沖縄県子ど
も・若者総合相談センター」の運営などを行う。

青少年・子ども家
庭課

51,828 2 － (2)
２
３

ひとり親家庭等の自
立支援

ひとり親家庭に対し医療費の助成、就業支援、資
格取得のための貸付などの各種事業を実施す
る。

青少年・子ども家
庭課

☆ 854,545 2 － (2)
２
３

在宅医療・介護連
携に関する市町村
支援事業

医療・介護サービスの質の向上を図るため、医師
会内にコーディネーターを配置し、在宅医療・介
護連携を支援する相談窓口機能を強化する。

高齢者福祉介護
課

11,139 2 － (3) ３

認知症疾患医療セ
ンター運営事業

認知症疾患医療センターの設置（運営委託）によ
り、認知症の的確な診断と行動心理症状や身体
合併症への対応を図るとともに、認知症患者等
に対する適切な医療や介護、地域ケア等の総合
的な支援体制の構築を図る。

高齢者福祉介護
課

25,576 2 － (3) ３

高齢者の就業意識
の拡大

高齢者の就業機会と生きがいの充実や社会参
加を促進させることを目的に、県シルバー人材セ
ンター連合及び新設シルバー人材センターに補
助を行う。

雇用政策課 16,565 3 － (10) ２

介護基盤整備等基
金事業

地域密着型サービス等の施設整備に係る費用の
一部について補助を行う。

高齢者福祉介護
課

1,391,700 2 － (3) ３

老人福祉施設整備
事業

特別養護老人ホーム等の老人福祉施設の新
築、改築等に要する費用の一部を補助する。

高齢者福祉介護
課

794,560 2 － (3) ３

☆
要保護児童等への
支援

要保護児童の支援を行うため虐待の未然防止や
専門員の配置、情緒障害児短期施設の整備や
児童養護施設退所者への貸付などを実施する

青少年・子ども家
庭課

535,664 2 － (2)
２
３
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医師確保対策事業

離島・へき地の医療機関に勤務する意思のある
医学生等に修学資金等を貸与し、将来の離島勤
務を義務付けることで地域医療を担う医師の養
成・確保を図る。

保健医療総務課 115,220 2 － (3) ３

県立病院医師派遣
補助事業

病院事業局に補助を行い、離島・へき地医療の
確保に必要な医師の派遣事業を行う。
①離島診療所への医師派遣
②北部・宮古・八重山病院への専門医派遣

保健医療総務課 ☆ 418,532 2 － (3) ２

医師派遣等推進事
業

医師不足地域へ医師を派遣する医療機関を多
数確保し、円滑に医師派遣が実施される体制を
構築するため、派遣元医療機関に対して補助を
行う。

保健医療総務課 432,996 2 － (3) ３

代診医派遣事業
離島診療所の医師が研修等で不在になる期間、
医療体制を確保するため、代診医を派遣する。

保健医療総務課 ☆ 34,205 2 － (3) ３

新
へき地医療支援機
構運営事業

へき地医療の確保・向上のため、県内の公的医
療機関等に対し、医師派遣等、支援事業の企
画・調整等を行う。また、当該医療機関へ勤務を
希望する医師と医療機関のマッチングを行うドク
ターバンクの運営を行う。

保健医療総務課 43,015 2 － (3) ３

新
離島巡回診療ヘリ
等運営事業

ヘリコプター等による小規模離島での巡回
診療を促進し、離島住民の受診機会確保
を図る。

保健医療総務課 13,200 2 － (3) ３

看護師等修学資金
貸与事業

県内の看護職員確保のため、看護職員を養成
する施設に在学する者で、将来県内で看護業務
に従事しようとする者に対し、修学資金を貸与す
る。

保健医療総務課 136,229 2 － (3) ３

代替看護師派遣事
業

離島診療所看護師が研修等で不在になる期
間、代替看護師を派遣し、勤務環境の改善を図
ることで安定的な看護職員の確保を図る。

保健医療総務課 ☆ 11,925 2 － (3) ３

訪問看護支援事業

在宅医療・介護サービスの充実に向けて、訪問
看護師の人材育成と、在宅ケアサービスの質の
向上を支援するための拠点・支援体制整備を行
う。

保健医療総務課 10,832 2 － (3) ３

看護師等就労促進
事業

未就業看護師等に対する講習会、就労斡旋等
を実施し就労促進を図るとともに、就労看護師へ
の相談援助等を行うナースセンター事業を実施
する。

保健医療総務課 13,640 2 － (3) ３

看護師等養成所運
営補助事業

県内の民間立看護師養成所の運営費に対し、
補助金を交付することで、安定した看護職員の
供給体制を確保する。

保健医療総務課 151,028 2 － (3) ３

【医療の充実】

３医学臨床研修事業

離島・へき地における医師確保を図るため、医師
を養成し、養成後は、離島へき地の医師不足地
域へ医師を派遣することにより当該地域の医師
不足解消を図る。

保健医療総務課 381,880 2 － (3)
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認定看護師の育成
事業

医療の高度化・専門化に対応するため、特定の
分野において高い水準の知識・技術を有する認
定看護師等を養成し、県全体の医療の質の向上
を図る。

保健医療総務課 23,850 2 － (3) ３

救急医療施設運営
費等補助事業費

小児救急を実施する医療施設に対し補助を行
い、救急医療体制の安定的確保を図る。

医療政策課 59,203 2 － (3) ５

救急医療用ヘリコプ
ター活用事業

救急医療用ヘリコプターを活用して傷病者の救
命率の向上、後遺症の軽減を図る。

医療政策課 250,549 2 － (3) ５

救急医療用ヘリコプ
ター活用事業（交付
金事業）

沖縄県ドクターヘリの安定継続的運航を図るた
め、全国に比べ割高となっている運営経費に対
する追加補助を実施する。

医療政策課 ☆ 26,328 2 － (3) ５

ヘリコプター等添乗
医師等確保事業

自衛隊及び海上保安庁の協力により実施してい
る離島等からの急患空輸に要する経費等に対し
て補助を行い、離島を含めた救急医療提供体制
を維持確保する。

医療政策課 6,120 2 － (3) ５

ヘリコプター等添乗
医師等確保事業
（交付金事業）

急患空輸ヘリ等への添乗医師派遣協力病院へ
の運営費を補助することにより、県内の救急医療
体制の維持・確保を図る。

医療政策課 ☆ 32,850 2 － (3) ５

肝炎対策事業費
肝炎ウイルス陽性者の早期発見、早期治療によ
る重症化の予防及び肝疾患診療体制の整備を
図り、当該疾患患者の支援を推進する。

医療政策課 14,567 2 － (3) ５

難病療養生活環境
整備事業

難病相談・支援センターの機能強化を図り、地域
で生活する難病患者・家族等への相談支援や地
域交流活動の促進、就労支援等を推進し、患者
の自立と社会参加を促進する。

地域保健課 8,848 2 － (3) ５

難病特別対策推進
事業

入院治療が必要となった在宅重症難病患者に
対して、適時適切な入院施設の確保等が行える
よう難病医療専門員の配置や、介護者の休息
（レスパイト）等の一時入院事業等を実施する。

地域保健課 12,067 2 － (3) ５

がん医療連携体制
推進事業

がんに関する情報提供や、がん患者等に対する
相談支援等の取組を推進する。

健康長寿課 33,992 2 － (3) ３

地域がん診療拠点
病院機能強化事業
費

がん診療連携拠点病院におけるがん診療体制を
強化し、がん医療水準の向上を図る。

健康長寿課 45,188 2 － (3) ３

新県立八重山病院
整備事業

八重山圏域における中核病院としての機能を発
揮し、地域に必要な医療提供体制の整備を図る
ため、建替を行う。

県立病院課 ★ 6,967,045 2 － (3) ３
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公共交通利用環境
改善事業

県民及び観光客の移動利便性の向上を図る観
点から、路線バスを始めとする公共交通の利用
環境を改善する。

交通政策課 ☆ 542,616 1 － (7) 1

バス路線補助事業

地域住民の日常生活に必要な移動手段を確保
するため、利用者が少なく運賃収入だけでは維
持が困難となっている路線の欠損額に対し補助
を行う。

交通政策課 154,964 3 － (11) ３

利便性の高い公共
交通ネットワークの
構築

沖縄都市モノレールの利用促進を図るための諸
事業を実施するとともに沖縄都市モノレール株式
会社の健全経営を支援する。

都市計画・モノ
レール課

415,341 1 － (7) 1

沖縄県居住支援協
議会事業推進補助
金

高齢者等の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅
等への入居の円滑化に資する事業を実施する沖
縄県居住支援協議会の活動を促進し、同協議
会が実施する事業に要する費用を補助する。

住宅課 6,000 2 － (6) ２

非行少年を生まない
社会づくり

非行少年の検挙・補導活動を強化し、関係機関
と連携した健全育成活動を推進するとともに、少
年の福祉を害する犯罪から守るための取組を推
進する。

少年課
警務課

128,359 2 － (2) ５

新
安全なまちづくりの
推進

「ちゅらうちなー安全なまちづくり条例」に基づき、
県民総ぐるみで犯罪のない安全で安心して暮ら
せるまちづくりを目指す「ちゅらさん運動」を推進
し、各種犯罪を抑止する。

消費・くらし安全
課
生活安全企画課

38,568 2 － (4) ５

犯罪被害者等支援
推進事業

犯罪被害者等が抱える精神的、身体的、経済的
被害等の困難な状況を改善するため、国や県の
関係機関や民間の被害者支援団体と連携し、支
援を行うことにより、被害の軽減、回復を図る。

消費・くらし安全
課

5,373 2 － (4) ５

犯罪被害者等の支
援

民間の犯罪被害者支援団体と連携し、犯罪被害
者等の負担軽減、安全の確保、被害の早期回
復等のための取組を推進する。

警務課 9,277 2 － (4) ５

子供・女性安全対
策事業

ＤＶ・ストーカー被害者の安全確保対策の強化及
び子供・女性を性犯罪等から守るための広報啓
発活動等を推進する。

子供・女性安全
対策課

1,238 2 － (4) ５

警察安全相談体制
の整備

相談受理体制を充実させ、県民から寄せられる
各種相談への適切な対応を行うとともに、関係機
関との更なる連携強化を図る。

広報相談課
警務課

34,653 2 － (4) ５

飲酒運転根絶に向
けた社会づくり

飲酒運転根絶に向けた県民意識の高揚を図ると
ともに、関係機関やボランティア等と連携した交
通安全教育や交通安全活動を推進する。

消費・くらし安全
課
交通企画課
交通指導課
交通機動隊

113,246 2 － (4) ５

公営住宅整備事業 (6) ５

住宅リフォーム促進
事業

省エネ住宅の促進や住宅のバリアフリー化を推進
するため、既存住宅の増改築・リフォームにより安
全・安心で潤いのある居住環境整備を図る。

住宅課 15,000 2 － (6) ３

【安心・安全で快適な社会づくり】

住宅に困窮している低額所得世帯に対して、健
康で文化的な住生活の基盤となる住宅を確保す
る。

住宅課 6,055,252 2 －
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交通環境の整備
交通の安全と円滑を確保するための交通安全施
設等の交通環境の整備を推進する。

交通規制課 1,275,333 2 － (4) ５

国際テロ対策
テロのターゲットとなる国際海空港などライフライ
ンのインフラ施設に対する警戒警備等を強化す
る。

外事課 139 2 － (4) ５

サイバーセキュリティ
対策

サイバー空間の治安維持に必要な専門的技術・
知識を有する職員の育成と資機材の整備、広報
啓発活動の強化など、サイバーセキュリティ対策
を推進する。

生活保安課 10,696 2 － (4) ５

警察基盤の整備
警察施設の計画的整備、警察官の資質の向
上、交番機能の充実・強化、各種警察活動に資
する各種装備資機材の充実

警務課 305,035 2 － (4) ５

暴力団総合対策
暴力団犯罪や薬物銃器事犯の取締りを徹底する
とともに、関係機関・団体と連携した暴力団排除
活動を推進する。

暴力団対策課 19,801 2 － (4) ５

DV対策推進事業
ＤＶ被害者への相談、保護及び自立支援を行う
とともに、未然防止に向けた広報啓発を行う。

青少年・子ども家
庭課

☆ 95,642 2 － (4) ５

女性のためのセーフ
ティネット実証事業

性暴力被害者ワンストップ支援センター実証事
業、ＤＶ防止対策事業を行うことにより、性暴力被
害者等支援のネットワーク構築及びＤＶ被害の未然
防止を図る。

平和援護・男女
参画課

☆ 51,715 2 － (4) ５

性暴力被害者ワンス
トップ支援センター
体制整備事業

平成27年２月に開設した「沖縄県性暴力被害者
ワンストップ支援センター」を病院拠点型センター
へ移行させるため、平成28年度に実施した設計
業務を踏まえ施設整備を行う。

平和援護・男女
参画課

☆ 275,614 2 － (4) ５

消費者行政活性化
事業

消費者トラブルの未然防止及び被害拡大防止を
図るため、市町村相談体制の充実と消費者への
啓発等に取り組む。

消費・くらし安全
課

62,623 2 － (4) ５

道路防災保全事業

沖縄県が管理する道路及び道路橋６７２橋につ
いて、今後老朽化する道路橋の増大に対応する
ため、「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、従来
の事後的な修繕・更新から予防的な修繕・計画
的な更新を推進し、緊急時の輸送道路の確保
等、安全・安心な道路ネットワークの確保を推進
する。

道路管理課 ★ 1,704,000 2 － (4) ５

老朽化対策緊急事
業

老朽化により機能が確保されていない海岸保全
施設であって、緊急にその機能の強化又は回復
を行う必要があるものについて、老朽化対策計画
に基づいた整備を行う。

海岸防災課 ★ 446,934 2 － (4) ５

民間住宅・建築物
等の総合的な耐震
化対策

県内の建築物の耐震化を促進するため、耐震診
断・耐震改修に関する普及啓発や耐震診断を行
う体制を整備する。

建築指導課 ☆ 10,000 2 － (4) ５

住宅・建築物安全ス
トック形成事業

民間の住宅及び建築物の耐震診断・耐震改修
等を支援する。 建築指導課 36,144 2 － (4) ５

治水対策（多自然
川づくり等）

流域の洪水被害の軽減を目的として、河川改修
を行い、流下能力の向上を図る。

河川課 ★ 1,262,887 2 － (4) ５

海岸環境整備事業
国土保全とあわせて県民及び観光客の利用活
性化を目的とした海岸整備（護岸、突堤、養浜
等）を行う。

海岸防災課 601,410 2 － (4) ５★
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砂防事業

砂防指定地内において、流域における荒廃地域
の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に
存在する人家、耕地、公共施設等を守ために、
砂防堰堤、流路工等の砂防関係施設整備を行
う。

海岸防災課 ★ 116,172 2 － (4) ５

地すべり対策事業
費

地すべり防止区域内において、地すべりの崩壊に
よる被害を除去し又は軽減し人家、耕地、公共
施設等を守るために、地すべり施設整備を行う。

海岸防災課 416,562 2 － (4) ５

急傾斜地崩壊対策
事業

急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対し、急
傾斜地の所有者等が崩壊防止工事を行うことが
困難又は不適当な場合、法面工等、急傾斜地
崩壊防止施設整備を行う。

海岸防災課 ★ 160,112 2 － (4) ５

高潮対策事業
高潮、波浪、津波等により被害が発生するおそ
れのある地域について、堤防・護岸・離岸堤・突
堤等の海岸保全施設の新設又は改良を行う。

海岸防災課 ★ 72,758 2 － (4) ５

治山事業
治山対策による、森林の維持・造成を推進し、潮
風害の防止、山地災害復旧・予防、及び生活環
境の保全を図る。

森林管理課 ★ 613,049 2 － (4) ５

街路整備事業(真地
久茂地線、胡屋泡
瀬線等)

安全で快適なゆとりある道路空間を創出するとと
もに、交通渋滞を緩和し、人流・物流の円滑化を
図る。(4車線拡幅、歩道の設置、緑陰の形成、
無電柱化等)

道路街路課 ★
2,378,496

の一部
1 － (7) ４

無電柱化推進事業

災害時の緊急輸送道路の確保、観光地等にお
ける良好な景観形成の促進、高齢者や障害者を
はじめ歩行者に優しい安全で快適なゆとりある道
路空間創出のため、無電柱化の推進を図る。

道路管理課
★
☆

742,300 2 － (4) ５

－ 1

－ ４

水道用水供給施設
整備事業

将来の水需要や水源水質に適切に対応し、安全
な水道水を安定的に供給するため、老朽化した
導・送水施設や浄水施設等を計画的に更新し、
あわせて耐震化を推進する。

建設計画課 ★ 11,619,141 2 － (6) ５

下水道事業
下水道事業を実施している県、市町村において、
汚水を収集・処理するための汚水管渠および処
理施設等の整備・改築を行う。

下水道課 ★ 8,104,527 2 － (6) ５

離島港湾の整備

県管理の離島港湾において、一般公衆の利用に
供する目的で、港湾内の水域施設、外郭施設、
係留施設、臨港交通施設の建設及び改良を行
う。

港湾課 ★ 2,071,306 3 － (11) ３

市街地開発事業

既成市街地において、老朽建築物を除去し、敷
地の統合、公共施設を整備し、防災機能の改
善、土地の合理的かつ健全な高度利用を行うこ
とにより、都市機能の更新を図る。

都市計画・
モノレール課

412,988 1 － (7) ５

★

農業集落排水事業
農業集落におけるし尿、生活排水等の汚水等を
処理する施設を整備する。

農地農村整備課 1,100,441 1 － (1)

都市公園整備事業
災害時の避難場所、環境緑化や自然の保全、
緑とふれあう憩いの場所を創出し、レクリエーショ
ン活動の場としての都市公園整備を行う。

都市計画・
モノレール課

2,363,261
1

1

(6)

(7)

３

【離島力の向上】

★
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圏域の拠点港湾等
の整備

県内の各港湾管理者（石垣市、宮古島市）が行
う港湾改修事業、緑地等整備事業等に要する費
用を補助する。

港湾課 ★ 265,000 3 － (11) ３

離島空港整備事業

離島空港施設の更新整備及び機能向上に向け
た基礎調査、施設整備及び維持修繕を行うとと
もに、耐震化対策を推進する。

空港課 ☆ 2,461,024 3 － (11) ３

新
下地島空港及び周
辺用地有効利用促
進事業

民間事業者が整備するﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙと一体となっ
て、公共施設の整備を実施し、空港利用者の受
入体制の整備を図る。

空港課 ☆ 124,105 3 － (11) ３

離島空港保安管理
対策事業

離島空港の基本施設及び空港保安対策施設等
の維持管理を行い、航空の安全性確保及び空
港運営の効率性向上を図る。

空港課 1,014,896 3 － (11) ３

定住を支援する道
路整備事業(石垣空
港線等)

離島における自立的な地域づくりと定住支援を図
るため、地域特性に応じた道路整備を推進すると
ともに、空港、港湾、漁港等の交通拠点間を相
互に連結させるための整備を実施する。

道路街路課 ★
5,814,466

の一部
3 － (11) ３

2 － (6)

3 － (3)

3 － (11)

水道広域化推進事
業

水道広域化の推進により離島における水道サー
ビス水準の確保を図るため、本島周辺離島８村
への水道用水供給拡大を実施する県企業局へ
支援を実施する。

衛生薬務課 ☆ 35,588 3 － (11) ３

離島空路確保対策
事業費

離島航空路線の確保・維持を図るため、離島航
空路線の運航により生じた欠損額に対する補助
及び航空機購入費用の補助を行う。

交通政策課 1,065,303 3 － (11) ３

沖縄離島住民等交
通コスト負担軽減事
業

離島の定住条件の整備を図るため、割高な船賃
及び航空運賃の低減に必要な費用を負担する。

交通政策課 ☆ 2,089,883 3 － (11) ３

離島航路補助事業

離島住民のライフラインである離島航路を確保・
維持するため、航路事業者の運航により生じた欠
損額に対し、国・県・市町村が協調して補助す
る。

交通政策課 298,712 3 － (11) ３

離島航路運航安定
化支援事業

離島住民のライフラインである離島航路を確保・
維持することにより、離島の定住条件の整備を図
るため、航路事業者が船舶を確保する際の建造
費又は購入費を補助する。

交通政策課 ☆ 184,025 3 － (11) ３

新
離島型植物コンテナ
実証事業

離島では生活物資の大半を船舶に頼らざるを得
ず、運搬に長時間を要することから、特に葉野菜
等は鮮度管理が難しく、人口規模が小さいため、
本島に比べて品揃えも少ない。また、台風等気
象状況の影響を大きく受け、生鮮野菜等の長期
欠品、価格急騰など、日常生活に影響を与える
場合も少なくない。
このため、小型の植物コンテナに着目し、小規模
離島住民の需要に対応するとともに鮮度・品質に
優れた葉野菜の栽培・販売システム構築に取り
組むことで、不利な生活環境の改善とともに雇用
の場の提供可能性について実証する。

地域・離島課 ☆ 100,594 3 － (11) ３

島しょ型福祉サービ
ス総合支援事業

福祉サービスの充実に向け、小規模離島で介護
サービスを行う事業所の運営を支援する。

高齢者福祉介護
課

☆ 37,524 2 － (3) ３

☆
超高速ブロードバンド
環境の整備

あらゆる分野においてＩＣＴ利用による利便性を全
県的に等しく享受できる環境づくりとして、市町村
と連携を図りながら超高速ブロードバンド環境の整
備を促進する。

総合情報政策課 847,500 ３
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新
離島患者等支援事
業

対象市町村が、離島患者等の島外の医療施設
への通院に要する経費に助成を行うために必要
な経費に対し、予算の範囲内で県が補助を行う。

保健医療総務課 23,000 3 － (11) ３

3 － (11)

5 － (2)

沖縄離島体験交流
促進事業

将来を担う児童が、離島の重要性、特殊性及び
魅力に対する認識を深めるとともに、沖縄本島と
離島との交流促進により、離島地域の活性化を
図るため、児童を離島へ派遣し体験交流を行う。

地域・離島課 ☆ 261,987 3 － (12) ３

離島観光・交流促
進事業

県民が島の歴史、文化、自然と触れ合い、島の
住民と交流を重ねることで島への理解を深め、島
の活性化を図るとともに、体験プログラムの開発・
改善、受入体制の強化など、離島ならではの観
光産業の振興に繋げることを目的とした「島あっ
ちぃ」モニターツアーを実施する。

地域・離島課 ☆ 229,592 3 － (12) ３

3 － (11)
5 － (2)

教員指導力向上事
業

教員の指導力の向上を図るために次の事業を実
施する。
(1)地区別ブロック型研究事業
(2)小学校国語授業改善研修会
(3)中学校国語教諭授業改善研修会

義務教育課 ☆ 6,624 5 － (3) ２

進学力グレードアッ
プ推進事業

県内高等学校生徒の県外国公立大学等への進
学を推進するため、県外国公立大学等合格支
援プログラムや教員指導力向上プログラムを行
う。
選抜生徒360名を派遣することで、県外国公立
大学等の進学者を増加させ、大学等進学率を向
上させる。

県立学校教育課 ☆ 71,440 5 － (3) ２

(7) ３製糖事業者の支援
離島地域における含蜜糖製造事業者の経営安
定を図るため、製造合理化・製糖施設の整備、
安定供給対策等を支援する。

☆

離島児童生徒支援
センター一般管理運
営事業

高校のない離島出身者の経済的負担の軽減を
図るとともに、離島振興に資するため、高校進学
する際の生徒の寄宿舎（学生寮）と小・中・高校
生の交流の拠点としての機能を併せ持つ施設を
運営する。

教育支援課 49,792 ２

【教育の振興】

複式学級の課題解
消

８名以上の複式学級を有する小学校へ学習支
援員としての非常勤講師を派遣し、個々の学年
に応じたきめ細かな指導を行う。

学校人事課 78,436 ２

糖業農産課 2,195,374

(3) ２
学力向上学校支援
事業

学力向上推進室が学校を直接訪問し、具体的で
実効性のある支援を行なうことで、訪問校の学力
の底上げを図る。また、授業改善を図るために
「授業改善支援員」を派遣し、日常的な授業改
善を推進する。

学力向上ＷEBシス
テム活用事業

インターネット回線を利用して調査問題の配信と
採点結果集計を行うシステムを導入する。本シ
ステムを活用して児童生徒の学習状況を的確に
把握し、児童生徒個々への支援を充実するととも
に、授業改善を推進することで学力の向上を図
る。

義務教育課 11,904 5 － (3) ２

義務教育課 10,467

☆

5 －

3 －
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県外進学大学生支
援事業

給付型奨学金制度により、県外難関大学等への
進学を推進するとともに、大学等進学率の改善を
図る。

教育支援課 29,138 5 － (2) ２

特別支援教育の推
進

障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に
向けた主体的な取組を支援するため、特別支援
教育の推進及び充実を図る。

県立学校教育課 145,958 5 － (3) ２

私学教育振興事業
私立学校の運営に要する経費の補助等により、
私立学校の健全な育成及び教育内容の充実を
図る。

総務私学課 3,659,562 ５ － (3) ２

家庭教育力促進
「やーなれー」事業

基本的な生活習慣の確立や規範意識の向上な
ど家庭教育の改善充実を図るため、家庭教育に
関する支援活動や広報活動等を行う。

生涯学習振興課 ☆ 52,312 5 － (1) ２

スクールカウンセ
ラー・スクールソー
シャルワーカー等配
置事業

いじめ等の悩みやストレス等を心に抱える生徒や
保護者、教師に対してカウンセリングを行い、その
解消に努めるなどの支援にあたる。
スクールソーシャルワーカーを配置し，校内体制
づくりや関係機関とのネットワークの構築など、児
童生徒の置かれた環境の改善を図る。

義務教育課 169,460 5 － (3) ２

離島読書活動支援
事業

移動図書館、一括貸出、協力貸出等の遠隔地
サービスを通じて、県内どこでも身近な所で読書
に親しむ環境を整備し、読書環境の格差改善及
び読書活動の普及を図る。

生涯学習振興課
(図書館）

15,857 3 － (11) ２

離島読書活動充実
事業

図書館未設置の離島町村１1団体の地域住民に
対して提供する遠隔地サービスに使用する図書
の蔵書数を充実することにより、読書環境の格差
を改善させ、県内全域の公平な教育と文化の発
展、生涯学習の振興を図る。

生涯学習振興課
(図書館）

☆ 17,811 3 － (11) ２

沖縄振興「知の拠
点」施設整備事業

沖縄県が抱える様々な課題の解決に寄与する
人材育成、就労支援、離島振興などの機能を持
つ県民の「知の拠点」となる新県立図書館をモノ
レール旭橋駅周辺地区再開発事業において整
備する。

生涯学習振興課 ☆ 1,180,935 5 － (2) ２

知の拠点パワーアッ
プ事業

新たな時代の多様化、高度化した社会のニーズ
に応えられるよう、資料の収集、課題解決支援機
能の高度化、郷土に関するレファレンスの高度
化、職員の専門性やサービスの向上など図書館
機能の高度化を図る。

生涯学習振興課
(図書館）

61,529 5 － (1) ２

新
県立図書館課題解
決支援充実事業

県立図書館が、関連機関と連携し、雇用や健
康・医療、子育てなど、沖縄県の課題に関する情
報を収集提供し、情報面で県民の生活を下支え
することにより、各課題解消への寄与及び生涯学
習への振興を図る。

生涯学習振興課
(図書館）

☆ 24,801 5 － (6) ２

英語立県沖縄推進
戦略事業

児童生徒へ「交流と体験」をキーワードに、様々
な異文化交流や外国語使用の体験の場を与
え、英語によるコミュニケーション能力の向上とと
もに、異文化理解教育の推進を図る。

県立学校教育課 13,487 5 － (4) １

学校・家庭・地域の
連携協力推進事業

学校、家庭､地域住民等が協力し、地域学校協
働活動や家庭教育支援、放課後子ども教室を行
うなど、地域全体で教育に取り組む体制づくりを
推進する。

生涯学習振興課 95,961 5 － （１） ２
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外国青年招致事業
諸外国との相互理解を深め、我が国の国際化を
推進するため、外国語指導助手をすべての県立
高等学校へ配置する。

県立学校教育課 225,576 5 － (4) １

パスポート取得支援
事業

県内高校生が将来国際的に活躍する契機とする
ため、海外への渡航を促す一環として、高校生
（１学年）へ、パスポート取得の申請に必要な手
数料の一部を支援する。

県立学校教育課 19,605 5 － (4) １

国際性に富む人材
育成留学事業

　国際社会で活躍し、沖縄県の振興・発展を担う
人材を育成するため、高校生や大学生等を国外
へ長期派遣（１年間～２年間）する。

県立学校教育課 ☆ 215,030 5 － (4) １

グローバル・リーダー
育成海外短期研修
事業

グローバルな視点を持った世界で主体的に活躍
できるリーダーを育成する基礎作りを図るために、
下記短期研修を実施する。
①アメリカ高等教育体験研修
②海外サイエンス体験短期研修
③中国教育交流研修
④沖縄県高校生芸術文化国際交流プログラム
⑤専門高校生国外研修
⑥沖縄県高校生海外雄飛プログラム

県立学校教育課
文化財課

☆ 121,194 5 － (4) １

平成31年度全国高
校総体開催準備事
業

　平成31年度全国高等学校総合体育大会（南
部九州ブロック）共同開催に向けた準備業務を行
う。平成２９年度は、先催県の視察、競技力向
上、さらに実行委員会を運営し、関係機関と連携
を図りながら準備業務に取り組む。

保健体育課 73,624 5 － (4) ４

【沖縄から世界へ、平和の発進】

沖縄平和賞事業

　平和を願う「沖縄のこころ」を世界に発信すると
ともに、国際平和の創造に貢献することを目的と
して、歴史的に沖縄と関わりの深いアジア太平洋
地域の平和の構築・維持に貢献する活動を行っ
ている個人・団体を表彰する。

平和援護・男女
参画課

8,585 4 － (2) -

「戦世の記憶」平和
発信強化事業

沖縄戦の記憶を継承し、平和を希求する沖縄の
心を世界に発信するため、戦争体験証言映像の
多言語化を行う。

平和援護・男女
参画課

☆ 30,000 4 － (2) ５

【国際交流・協力の推進】

新
世界のウチナーネッ
トワーク強化推進事
業

第６回世界のウチナーンチュ大会で制定された
「世界のウチナーンチュの日」の周知広報活動等
を実施することで、世界に広がるウチナーネット
ワークの継承・発展をより効果的に進める。

交流推進課 ☆ 100,422 4 － (1) １

沖縄福建友好県省
交流事業

福建省との友好提携締結２０周年記念式典等を
開催し、県省ハイレベルの相互訪問等により友好
提携意義の再確認を行うとともに、双方の友好関
係を強化する。

交流推進課 42,185 ４ － (1) １

事　　　業 概　      　要 課  名
当初予算額

（千円)

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

重点
テーマ
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おきなわ国際協力
人材育成事業

県内高校生の国際協力現場等への視察派遣
や、高校等での国際協力出前講座の実施などに
より、将来の沖縄県の国際協力・国際交流を担う
人材育成を図る。

交流推進課 ☆ 46,189 ４ － (1) １

多文化共生推進調
査事業

誰もが安心して暮らせる多文化共生型社会の構
築に向け、在住外国人の実態調査を行うととも
に、シンポジウムの開催等県内における機運醸成
を図る。

交流推進課 11,583 4 － (1) ３

【基地問題の解決と駐留軍用地の跡地利用】

辺野古新基地建設
問題対策事業

辺野古新基地建設問題に関する総合的企画及
び調整、普天間飛行場の負担軽減対策等を行
う。

辺野古新基地建
設問題対策課

56,279 2 － (5) ５

新
米軍施設の環境対
策

在沖米軍基地に関する資料等の収集、返還前
立入調査により、汚染状況の推定や現状の把握
に資する情報を収集するとともに、調査結果等を
分かりやすく正確に伝える事ができる基地環境問
題に関する専門家の育成を行う。

環境政策課 ☆ 41,398 2 － (5) ５

航空機騒音低周波
音広域測定事業

米軍機による騒音・低周波音の状況を把握し、
米軍や国に対して米軍機への対策を求めるた
め、普天間飛行場周辺における低周波音の自動
測定の実証を行う。

環境保全課 ☆ 11,738 2 － (5) ５

ワシントン駐在員活
動事業

米国ワシントンD．Cに駐在を設置し、基地問題を
はじめとする沖縄の課題解決に向けた活動や米
国での政策調査を行う。

基地対策課 73,066 2 － (5) ５

大規模駐留軍用地
跡地利用推進費

普天間飛行場等駐留軍用地の跡地の円滑な利
用を図るため、早い段階での跡地利用計画の策
定等に係る調査・検討を行う。

企画調整課 ☆ 36,636 3 － (13) １

特定駐留軍用地等
内土地取得事業

駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用を推進
するため、跡地利用推進法に基づき、特定駐留
軍用地等内の土地を取得し、公有地の拡大を図
る。

企画調整課 ☆ 1,030,609 3 － (13) １

不発弾等対策事業

県内に埋没する不発弾の調査・発掘等を実施
し、市町村の公共事業に係る探査費及び発見さ
れた不発弾の処理費用の補助を行うなど、不発
弾等の早期処理を図る。

防災危機管理課 2,991,583 2 － (5) ５

基地対策調査費
沖縄の米軍基地問題に対する理解促進のため、
県外・国外に向けた情報発信等を行う。

基地対策課 2 － (5) ５

基地対策

オスプレイの配備撤回、日米地位協定の抜本的
な見直し並びに在日米軍再編で示された海兵隊
の兵力の削減及び嘉手納飛行場より南の施設・
区域の返還等を日米両政府に強く働きかける。

基地対策課 45,398

77,302

2 － (5) ５
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当初予算額
（千円)

事　　　業 概　      　要 課  名
重点

テーマ

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

戦没者遺骨収集等
事業費

遺骨収集情報ｾﾝﾀｰを中心として、沖縄における
遺骨収集を加速化する。
センターで集積した情報を活用し、民間ボラン
ティア団体、厚生労働省の収集事業を効率化す
る。

平和援護・男女
参画課

18,311 2 － (5) -

所有者不明土地調
査事業

所有者不明土地問題の解決策を検討するため、
実態調査（測量等調査、所有者探索）を実施し、
現況把握、課題の整理等を行う。

管財課 192,383 ２ － (5) -

行政改革推進費

　第７次沖縄県行財政改革プラン（H26～H29）
を着実に実施するとともに、新たな行財政改革プ
ランの策定に取り組み、限りある行政資源の下
で、より大きな成果を上げる行財政運営を実現す
る。

行政管理課 4,910 － -

事　　　業 概　      　要 課  名
当初予算額

（千円)

21世紀ﾋﾞｼﾞｮﾝ
基本計画の
基本施策

重点
テーマ
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【 資 料 】





１ 沖縄２１世紀ビジョン、基本計画、実施計画等の全体構成

沖縄21世紀ビジョン （想定年：2030年）

沖縄21世紀ビジョン基本計画（計画期間：10年）

沖縄21世紀ビジョン実施計画
（計画期間：前期５年・後期５年）

好循環

県民が望む将来像と克服すべき固有課題
・県民全体で共有する沖縄の将来像
・県民が望む「５つの将来像」、克服すべき「４つの固有課題」を明示

沖縄21世紀ビジョン（H22.3月策定）

将来像の実現と固有課題の克服に向けた施策展開の基本方向
・県が主体的に策定する初めての総合計画
・沖縄振興特別措置法に基づく「沖縄振興計画」としての性格
・自立、交流、貢献を指針とし、我が国の発展に寄与する新生沖縄を創造するとともに、自然や文化など

よき沖縄の価値を高めていく再生沖縄に取り組むことを目標
・施策展開の効果的な推進のため「２つの基軸」を設定

「潤いと活力をもたらす沖縄らしい優しい社会の構築」
「日本と世界の架け橋となる強くしなやかな自立型経済の構築」

・優しい社会と強い経済の好循環関係を構築
・将来像ごとに体系化し、36の基本施策及び118の施策展開を明示
・平成33年度における沖縄の人口及び社会経済の展望値を設定

沖縄21世紀ビジョン基本計画（H24.5月策定）

基本計画で掲げた施策ごとの具体的な取組や成果指標等

・基本計画を推進するアクションプラン
・基本施策の「目的」や「目標とする姿」を明示
・基本計画を推進するため、約1,800の具体的な取組や、取組

により得られる効果を表す成果指標を明示
・「成果指標」を用いた施策効果の検証や、各施策に係る取組

の継続的な改善を図るためＰＤＣＡサイクルを確立し、計画の
着実な推進を図る

沖縄21世紀ビジョン実施計画

環境、福祉、観光、産業、
教育等の各分野別の計画

・特定分野のきめ細やかな施策展
開を明らかにし、基本計画、実
施計画を補完する個別計画

・持続的人口増加や健康長寿復活
など、将来を見据えた長期計画

個別計画

｢沖縄らしい
優しい社会の構築」

「強くしなやかな
自立型経済の構築」

「５つの将来像」、「４つの固有課題」

「成果指標」、約1,800の「主な取組」
PDCAによる継続的改善
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・誰もが生きがいをもち、十分な医療や福祉が受けられる沖縄

・癒しの風土や 健康長寿を支える食文化が世界中に発信されている沖縄

・安心して子どもを生み育て、十分な教育を受けさせることができる沖縄

・子どもたちを「島の宝」として大切にし、希望と喜びに満ち、健やかに育てられる沖縄

・性別、年齢、障がいの有無に関係なく、あらゆる場所で活躍できる沖縄

・安くて便利な公共交通機関の利用により交通渋滞が解消され、事故のない安全な沖縄

・島々では、それぞれの環境と伝統を尊重し、島特有の暮らしが守られている沖縄

・ユイマールなど「沖縄の心」が受け継がれ、人の和、地域の和を大切にしている沖縄

・地域社会の一体感を醸成し、共助・共創型の安全・安心社会が実現している沖縄

【将来像２】 心豊かで安全・安心に暮らせる島

・温暖な気候とゆったりとした時間の流れの中で暮らせる沖縄

・青い海、白い砂浜と自然海岸線が続き、サンゴ礁によりイノー（礁池）の穏やかさが守られている沖縄

・多様な生物、亜熱帯の花や緑が島の美しさを引き立てる、自然に囲まれた沖縄

・沖縄らしい自然や風景を求め観光客が訪れ、物心両面での豊かさをもたらしている沖縄

・最先端の地球温暖化対策などの環境モデル地域を形成し、世界的にも注目を集めるエコアイランド沖縄

・暮らしの中に息づいている伝統文化・行事などが世界中で活躍するウチナーンチュの誇りの源となって
いる沖縄

・伝統文化の継承に加え、多様性を受け入れ、新たな文化を創造している沖縄

２ 「沖縄２１世紀ビジョン」の概要

「沖縄２１世紀ビジョン」とは、平成22年3月に沖縄県が策定した初めての長期構想で、県民の参画と協働のもとに
将来（2030年を目途）のあるべき沖縄の姿を描き、その実現に向けた取組の方向性を明らかにしたものです。

・心の豊かさだけでなく、経済的な豊さも実感できる沖縄

・地場産品が沖縄ブランドとして広く認知され、持続可能な発展を支えている沖縄

・亜熱帯性気候を生かした農林水産業が盛んで、観光産業等と連携した総合的な産業として展開されて
おり、域内で経済がうまく循環している沖縄

・日本とアジア・太平洋地域との架け橋として交通ネットワークが整備され、物流・情報・金融の拠点が形成

されている沖縄

・科学技術の拠点として新たな産業が興り、自立的な経済社会が形成されている沖縄

・働く意欲と能力があればふさわしい仕事がみつかる、安定した雇用環境が整備されている沖縄

・大規模な米軍基地の返還が実現し、基地返還跡地を活用し平和で豊かに暮らせる沖縄
・基地問題がなくなっている沖縄

・南北を縦断する鉄軌道等の新たな公共交通システムを幹線として、路線バスコミュニティバスが走って
いる沖縄

２１世紀に求められる人権尊重と共生の精神を基に、
“時代を切り拓き、世界と交流し、ともに支え合う平和で豊かな「美ら島」おきなわ”を創造する。

（１） 基本理念

【将来像３】 希望と活力にあふれる豊かな島

【将来像１】 沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島

（２） 県民が望む将来の姿（目指すべき５つの将来像）
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（１）大規模な基地返還とそれに伴う県土の再編
⇒ 基地返還に伴う環境浄化や地権者の負担軽減、跡地利用を円滑に進める制度の創設 等

（２）離島の新たな展開
⇒ 生活環境基盤の充実強化、離島が持つ総合力の発揮、我が国の領空・領海・排他的経済水域

（ＥＥＺ）を保全している離島の新たな展開 等

（３）海洋島しょ圏 沖縄を結ぶ交通ネットワークの構築
⇒ 移動・輸送に係るコスト軽減、国内外の交通・物流ネットワークの拡充、鉄軌道など新たな公共

交通システムの導入 等

（４）沖縄における地域主権と道州制のあり方
⇒ 国と地方の役割分担の見直し、沖縄単独州のあり方の検討 等

・「人材こそが最大の資源」との考えを共有している沖縄

・家庭と地域が連携 して､幼い頃より躾や道徳など人間教育を行い、心豊かな人間を育てている沖縄

・地域の自然や歴史、伝統、文化を 伝え、地域を大切にし、誇らしく思う人間を育てている沖縄

・充実した教育環境の下、子ども たちが地域への誇りを持ち、大きな夢と目標を抱いて生き生きと学んで

いる沖縄

・学力や進学率など教育水準は高く、語学教育が充実している沖縄

・高校卒業までに二 カ国語以上が話せるような 教育により、世界で活躍できる人材を輩出している沖縄

・誰もが、いくつからでも、学びたい時に学べる環境が整い、学べる喜びをいつまでも享受している沖縄

・県民一人ひとりが個性と能力を存分に発揮し、生きがいを実感し続けている沖縄

【将来像５】 多様な能力を発揮し、未来を拓く島

・「沖縄の心」で日本とアジア双方の発展に貢献している沖縄

・沖縄独自の国際交流の蓄積 が、開放的で国際色豊かな風土として息づいている沖縄

・異文化を受け入れる寛容性やホスピタリティあふれる「沖縄の心」を受け継いでいる沖縄

・地理的特性を活かし て、ヒト・モノ・文化など多様な交流が盛んな沖縄

・沖縄科学技術大学院大学を核 として研究機関が集積し、研究成果を活かした新産業が創出されて

いる沖縄

・国益・地球益に寄与する地域として、世界の島しょ地域における環境、防災技術の発信など国際貢献

を進めている沖縄

・平和を愛する「沖縄の心」 が世界からも注目され、世界平和 に関わる国連機関などの集積にもつながっ

ている沖縄

【将来像４】 世界に開かれた交流と共生の島

（３） 克服すべき沖縄の固有課題

沖縄には、自然的、地理的、歴史的な特性等から派生してきた固有の課題が存在します。県民が求め
る５つの将来像の実現のためには、これら沖縄の固有課題の解決を図る必要がある。
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３ 沖縄２１世紀ビジョン基本計画の基本施策体系

沖縄２１世紀ビジョンで掲げた５つの将来像の実現に向け、沖縄県が推進する36の基本施策
を体系化したものです。

(1) 自然環境の保全・再生・適正利用

(2) 持続可能な循環型社会の構築

(3) 低炭素島しょ社会の実現

(4) 伝統文化の保全・継承及び新たな文化の創造

(5) 文化産業の戦略的な創出・育成

(6) 価値創造のまちづくり

(7) 人間優先のまちづくり

沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島将来像１

心豊かで、安全･安心に暮らせる島将来像２

(1) 健康･長寿おきなわの推進

(2) 子育てセーフティネットの充実

(3) 健康福祉セーフティネットの充実

(4) 社会リスクセーフティネットの確立

(5) 米軍基地から派生する諸問題及び戦後処理問題の解決

(6) 地域特性に応じた生活基盤の充実・強化

(7) 共助･共創型地域づくりの推進

(1) 自立型経済の構築に向けた基盤の整備

(2) 世界水準の慣行リゾート地の形成

(3) 情報通信関連産業の高度化・多様化

(4) アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点の形成

(5) 科学技術の振興と知的・産業クラスターの形成

(6) 沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

(7) 亜熱帯性気候等を生かした農林水産業の振興

希望と活力にあふれる豊かな島

(8) 地域を支える中小企業等の振興

(9) ものづくり産業の振興と地域ブランドの形成

(10) 雇用対策と多様な人材の確保

(11) 離島における定住条件の整備

(12) 離島の特色を生かした産業振興と新たな展開

(13) 駐留軍用地跡地の有効利用の推進

(14) 政策金融の活用

世界に開かれた交流と共生の島将来像４

(1) 世界との交流ネットワークの形成

(2) 国際協力・貢献活動の推進

多様な能力を発揮し、未来を拓く島将来像５

(1) 沖縄らしい個性を持った人づくりの推進

(2) 公平な教育機会の享受に向けた環境整備

(3) 自ら学ぶ意欲を育む教育の充実

(4) 国際性と多様な能力を涵養する教育システムの構築

(5) 産業振興を担う人材の育成

(6) 地域社会を支える人材の育成

将来像３
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４ 沖縄県ＰＤＣＡの実施

■ Check（検証）の視点 ■
(1) 主な取組を着実に推進しているか
(2) 成果指標の達成や主な課題の解決に向かっているか
(3) 推進上の留意事項や環境変化を把握し、対応を図っているか

平成28年度は、実施計画で示した「施策」と「主な取組」のうち、平成27年度に実施した246の「施策」と1,757
の「主な取組」を対象に、推進状況や成果指標の達成状況を取りまとめ、その結果を公表しました。
（補足）・「施策」とは、主な取組を課題ごとにまとめたもの

・「主な取組」とは、課題の解決に向けた手段となる、具体的な取組のこと

（２）沖縄県ＰＤＣＡの実施（対象年度：平成27年度）

Do（実施）

２ 取組の状況
・活動実績
・前年度の改善案の実施状況
・取組の推進状況
・成果指標の達成状況

Plan（計画）

１ 取組の概要
・対応する主な課題
・取組内容（目的・対象・手段）
・年度別計画

Check（検証）

３ 取組の検証
・推進上の留意点
（内部要因・外部環境）
・改善余地の検証

Action（改善）

４ 取組の改善案
・検証項目に対する改善案

取組の継続的改善

沖縄県では、「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」 の着実な推進を図るため、「沖縄２１世紀ビジョン実施計画」
で示した「施策」と「主な取組」を対象に、Plan(計画)、Do(実施)、Check(検証)、Action(改善)のいわゆるＰＤＣＡ
サイクルを導入し、毎年度、検証や改善を継続的に行い、この結果を取組に反映させることにより、施策の評価
にとどまらず、効果的な推進を図ります。

（１）沖縄県ＰＤＣＡとは

（施策体系）

施策の総括

主な取組の検証

中間評価
（5年目）

最終評価
（後半）

毎年度

５年目
・
後半

基本計画

沖縄21世紀ビジョン

主な取組（１,７５７）

施策（２４６）

施策展開（１１８）

基本施策（３６）

将来像（５）

実施計画

（サイクル）（取組の検証）
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５ 重点テーマ

重点テーマとは「県の施策全般に通底する基本的かつ重要なコンセプト」です。
沖縄２１世紀ビジョン基本計画等に掲げた取組を着実に推進するためには、変化する社会経

済情勢や県民ニーズを的確に捉え、これらを各年度の施策取組に反映させる必要があります。
平成29年度においても、変化する社会経済情勢や県民ニーズを踏まえた重点テーマを設定し

て、予算編成に反映させ、重点的に取り組むこととしています。

(1)重点テーマとは

沖縄の経済産業の成長の方向性を明らかにした「沖縄県アジア経済戦略構想」の実現に向け、具
体的な取組を示した「沖縄県アジア経済戦略構想推進計画」を着実に実行するとともに、成長戦略
等、国の経済戦略と連動した、将来への投資となる新たな取組を積極的に展開する。

①日本とアジアを結ぶ国際ビジネス都市へ「沖縄県アジア経済戦略構想の実現」

雇用情勢の着実な改善等、沖縄の経済は良好な状態が継続しているが、一人当たり県民所得が全国最下
位で推移していることや、雇用者に占める非正規雇用の割合が全国で最も高いこと等の課題の改善を図る必
要がある。また、全国と比べて極めて深刻な沖縄の子どもの貧困の問題を改善し、子どもたちが夢や希望を
持って成長していける社会を実現する必要がある。

②豊かさが実感できる社会へ「すべての人が希望を持ち安心して暮らせる社会の実現」

人口減少の克服と魅力ある地域社会の形成に資する地方創生の取組を分野横断的に展開し、離
島・過疎地域を含む県全域で、バランスのとれた人口の維持・増加を図るとともに、女性も男性も、
お年寄りも若者も、家庭で、職場で、地域で、誰もが活躍できる社会の実現に取り組む。

③人口減少の克服と魅力ある地域社会の形成へ「地方創生の推進と誰もが活躍できる社会の実現」

健康づくりに関する取組を総合的に展開し、健康長寿おきなわのブランドイメージの維
持・継承と平均寿命日本一の復活を目指す。

④県民一人ひとりに豊かな人生を「健康長寿おきなわの復活」

大規模災害等、県民の生命や生活を脅かす様々な危機に対して、総合的かつきめ細かな
対策を講じるとともに、自然環境の保全・再生、沖縄文化の保存･普及･継承に取り組み、
安全･安心･安らぎを実感できる社会を構築する。

⑤県民の生命と暮らし、美ら島の自然と文化を守る「安全･安心・安らぎの確保」

(2)平成２９年度 重点テーマ

重点テーマ

予
算
編
成
へ
反
映

分
野
横
断
的
取
組
の
促
進

計
画
の
効
果
的
な
推
進

変化する社会経済情勢や県民ニーズを反映

県全体として進むべき方向性を明確化・共有化

沖縄振興を加速させるためには、成長著しいアジアのなかで、かつての万国津梁の精神
を存分に発揮し、豊かな自然や歴史、魅力あふれる文化と伝統に彩られ、国内外の多くの
人々を魅了する大いなる可能性を秘めたソフトパワーを活用し沖縄の未来を開いていくこ
とが重要である。
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Ⅰ 総則
○目的：沖縄の自主性を尊重しつつ、沖縄の

自立的発展と豊かな住民生活を実現
・施策における配慮：

沖縄の特性、基礎条件の改善、環境
保全等に配慮

Ⅱ 沖縄振興計画等
○国は沖縄振興基本方針を策定
○県は基本方針に基づき、沖縄振興計画(※1)
を定めるよう努める

○国は沖縄県に対し、振興計画の円滑な実施
に関し必要な援助を行うよう努める

Ⅲ 産業の振興のための特別措置(※2)
１観光の振興
○観光地形成促進地域
（県知事が地域指定）
・資金の確保、公共施設の整備等
○沖縄特例通訳案内士制度
・海外宣伝及び国際会議の誘致促進等
・エコツーリズムの推進
・沖縄型特定免税店制度
・航空機燃料税の軽減

２情報通信産業の振興
（◎県知事が地域・地区指定）

・情報通信産業振興地域
・情報通信産業特別地区
・資金の確保、公共施設の整備等

３産業高度化・事業革新促進地域
○産業高度化・事業革新促進地域
（県知事が地域指定）

・資金の確保、公共施設の整備等
・農地法等による処分への配慮

４国際物流拠点産業集積地域
○国際物流拠点産業集積地域
（◎県知事が地域指定）

・資金の確保、公共施設の整備等
○税関等の業務を機動的に行う体制の整備等

５経済金融活性化特別地区
◎経済金融活性化特別地区
・公共施設の整備等

６農林水産業の振興
・資金の確保等
○漁業者に対する安全対策の強化

７電気の安定的かつ適正な供給の確保
・電気の安定・適正供給のための課税の特例措置

８中小企業の振興
・中小企業新事業活動促進法の特例等

９沖縄振興開発金融公庫の業務の特例
・沖縄振興開発金融公庫の行う新事業創出促進業務

Ⅳ 雇用促進、人材育成その他職業の安定の
ための特別措置

・沖縄失業者求職手帳の発給等
・地域雇用開発促進法の特例
○産業人材の育成等

Ⅴ 文化の振興等
・地域文化の振興
○良好な景観の形成
○自然環境の保全・再生
○子育ての支援等
・科学技術の振興等
・国際協力及び国際交流の推進

Ⅵ 沖縄の均衡ある発展のための特別措置

・無医地区における医療の確保等
・離島の地域における高齢者の福祉の増進
・交通の確保等
○鉄軌道の整備の調査・検討
・離島の小規模校における教育の充実
○情報の流通の円滑化・通信体系の充実
・離島の旅館業に係る減価償却の特例等

Ⅶ 沖縄県における駐留軍用地跡地の有効
かつ適切な利用の推進に関する特別措置

Ⅷ 沖縄振興の基盤の整備のための特別措置
・国の負担又は補助の割合の特例
○沖縄振興交付金事業計画の作成
○沖縄振興交付金の交付
○基金の造成目的事業等への交付金の交付
・国の直轄事業の特例

Ⅸ 沖縄振興審議会
・沖縄振興審議会の設置

Ⅹ 附則
・法律の期間：
平成24年４月１日～平成34年３月31日

○不発弾等に関する施策の充実
・沖縄の復帰に伴う特別措置法の一部改正
○行政改革推進法の一部改正
・その他必要な経過措置等の規定

注：◎は平成２６年度からの新規措置
○は平成２４年度からの新規措置

６ 沖縄振興特別措置法の概要

(※1)沖縄21世紀ビジョン基本計画
(※2)詳細は次ページを参照
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